
JP 2011-106984 A 2011.6.2

10

(57)【要約】
【課題】装置を小型化することが可能な、光パルスの波
長分散の測定を確実かつ高安定に実現する波長分散測定
装置等を提供する。
【解決手段】被測定光信号を第１及び第２被測定光信号
に分離し、これらの信号間に周波数差を発生する光分岐
部と、第１被測定光信号を伝搬する偏波保持光ファイバ
で構成された第１分岐経路と、第２被測定光信号を伝搬
する偏波保持光ファイバで構成された第２分岐経路と、
第１及び第２分岐経路の何れかに設けられ、分岐経路を
伝搬する信号の位相を０度と９０度とに交互に変化する
光位相シフタと、位相の変化に同期させ、被測定光信号
のｃｏｓ及びｓｉｎ成分第１及び第２被測定光信号との
干渉による合波被測定光信号を出射する光合波部と、合
波被測定光信号の周波数分解を行った干渉成分であるプ
ローブ信号を、固定した周波数の干渉成分である参照信
号により差分測定し、差分測定の結果を用いて、波長分
散を求める制御部とを有する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　測定対象から入射される被測定光信号を伝搬する、偏波保持特性を有する光ファイバで
構成された入射経路と、
　前記入射経路に接続された第１入射端から被測定光信号を入射し、該第１の入射端から
入射される被測定光信号を第１被測定光信号及び第２被測定光信号の２つに分離し、前記
第１被測定光信号を第１出射端から出射し、また前記第１の被測定光信号に対し偏光方向
が同一の前記第２被測定光信号を第２出射端から出射し、かつ出射する際に前記第１被測
定光信号及び前記第２被測定光信号の間に周波数差を発生させる光分岐部と、
　前記第１出射端に接続され、前記第１被測定光信号を伝搬させ、偏波保持特性を有する
光ファイバで構成された第１分岐経路と、
　前記第２出射端に接続され、前記第２被測定光信号を伝搬させ、偏波保持特性を有する
光ファイバで構成された第２分岐経路と、
　前記第１分岐経路及び前記第２分岐経路のいずれか一方に設けられ、設けられた分岐経
路を伝搬する光測定光信号の位相を０度と９０度との２値にて交互に変化させる光位相シ
フタと、
　前記第１分岐経路に接続された第２入射端から入射される前記第１被測定光信号と、前
記第２分岐経路に接続された第３入射端から入射される前記第２被測定光信号とを合波し
、前記第１被測定光信号と前記第２被測定光信号との干渉により得られる、前記光位相シ
フタが自身の設けられた分岐経路の測定光信号及び他方の分岐経路の測定光信号間の位相
差を０度とした場合における第１光成分の干渉要素、また前記光位相シフタが自身の設け
られた分岐経路の測定光信号及び他方の分岐経路の測定光信号間の位相差を９０度とした
場合における第２光成分の干渉要素を、第３出射端から第１合波被測定光信号とし、第４
出射端から第２合波被測定光信号として、出射する光合波部と、
　前記第３出射端に接続され、前記第１合波被測定光信号を伝搬させる光ファイバで構成
されたプローブ結合用経路と、
　前記第４出射端に接続され、前記第２合波被測定光信号を伝搬させる光ファイバで構成
された参照結合用経路と、
　前記プローブ結合用経路に接続された第４入射端から前記第１合波被測定光信号を入射
し、前記第１合波被測定光信号を通過させる周波数範囲を掃引し、前記第１合波被測定光
信号から前記周波数範囲のスペクトル成分を抽出する周波数分解を行い、周波数分解の結
果を成分被測定光信号として第５出射端から出射する光周波数掃引部と、
　前記参照結合用経路に接続された第５入射端から前記第２合波被測定光信号を入射し、
前記第２合波被測定光信号を通過させる周波数範囲を掃引し、前記第２合波被測定光信号
から前記周波数範囲内の固定された特定周波数のスペクトル成分を抽出し、抽出した結果
を参照光信号として第６出射端から出射する光周波数抽出部と、
　前記第５出射端に接続され、前記成分被測定光信号を伝搬させる光ファイバで構成され
たプローブ出射光経路と、
　前記第６出射端に接続され、前記参照光信号を伝搬させる光ファイバで構成された参照
出射光経路と、
　前記プローブ出射光経路に接続された第６の入射端から前記成分被測定光信号を入射し
、該成分被測定光信号を電気信号に変換し、変換結果をプローブ信号とするプローブ光検
出部と、
　前記参照出射光経路に接続された第７の入射端から前記参照光信号を入射し、該参照光
信号を電気信号に変換し、変換結果を参照信号とする参照光検出部と、
　前記光位相シフタの位相の変化に同期させ、前記第１光成分及び前記第２光成分のプロ
ーブ信号と、前記第１光成分及び前記第２光成分の参照信号との各々を時系列に取得し、
参照信号から求めたスペクトル位相を基準とし、プローブ信号から求めたスペクトル位相
を差分測定して波長分散を求める制御部と、
を有することを特徴とする波長分散測定装置。
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【請求項２】
　前記第１分岐経路及び前記第２分岐経路のいずれか一方に設けられ、前記第１分岐経路
と前記第２分岐経路との光路長差を調節する光遅延部をさらに有することを特徴とする請
求項１に記載の波長分散測定装置。
【請求項３】
　前記第１分岐経路及び前記第２分岐経路のいずれか一方に前記光遅延部が設けられ、前
記光位相シフタが他方に設けられることを特徴とする請求項２に記載の波長分散測定装置
。
【請求項４】
　前記第１分岐経路及び前記第２分岐経路のいずれか一方に、前記光遅延部及び光位相シ
フタが一体化して設けられていることを特徴とする請求項２に記載の波長分散測定装置。
【請求項５】
　前記制御部が、前記第１光成分の前記プローブ信号及び前記参照信号を受信する第１受
信部と、前記第２光成分の前記プローブ信号及び前記参照信号を受信する第２受信部とを
有していることを特徴とする請求項１から請求項４のいずれかに記載の波長分散測定装置
。
【請求項６】
　前記制御部が、測定範囲における測定周波数の掃引毎に、測定単位として前記プローブ
信号及び前記参照信号毎に前記第１光成分及び前記第２光成分をデータ対として時系列に
取得することを特徴とする請求項１から請求項５のいずれかに記載の波長分散測定装置。
【請求項７】
　前記プローブ信号及び前記参照信号毎に前記データ対を構成する前記第１光成分及び前
記第２光成分において、先に測定される偏光成分の位相の変化を行う時間を、後に測定さ
れる偏光成分へ位相の変化を行う時間に対して短く設定することを特徴とする請求項６に
記載の波長分散測定装置。
【請求項８】
　前記制御部が、前記測定範囲における測定周波数の掃引において、一回の掃引において
、前記第１光成分または前記第２光成分のいずれか一方のみの前記プローブ信号及び前記
参照信号を取得する処理を、前記第１光成分及び前記第２光成分に対して交互に繰り返し
て行うことを特徴とする請求項１から請求項４のいずれかに記載の波長分散測定装置。
【請求項９】
　前記プローブ結合用経路を偏波保持特性を有する光ファイバで構成し、前記プローブ結
合用経路の後段に、前記第１合波被測定光信号の偏光方向を制御する第１偏波コントロー
ラを挿入し、前記第１偏波コントローラと前記光周波数掃引部との間を偏波保持特性を有
する光ファイバにより接続し、また前記参照結合用経路を偏波保持特性を有する光ファイ
バで構成し、前記参照結合用経路の後段に、前記第２合波被測定光信号の偏光方向を制御
する第２偏波コントローラを挿入し、前記第２偏波コントローラと前記光周波数抽出部と
の間を偏波保持特性を有する光ファイバにより接続していることを特徴とする請求項１か
ら請求項８のいずれかに記載の波長分散測定装置。
【請求項１０】
　前記請求項１から請求項９のいずれかの波長分散測定装置を用いて、測定対象の波長分
散を求める波長分散測定方法であって、
　前記測定対象である光伝送路の波長分散を評価する部分に分岐部を設け、偏波制御部が
該分岐部より得られる被測定光信号の偏波を直線偏波に制御し、前記波長分散測定装置内
を伝搬する偏光軸に揃え、該波長分散測定装置に前記入射経路を介して被測定光信号を入
射させ、前記第１光成分及び前記第２光成分の前記参照信号から求めたスペクトル位相の
変化分を基準とし、前記第１光成分及び前記第２光成分の前記プローブ信号から求めたス
ペクトル位相の変化分を差分測定することで被測定光信号のスペクトル位相の変化分を求
め、前記測定対象における波長分散を評価することを特徴とする波長分散測定方法。
【請求項１１】
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　前記請求項１から請求項９のいずれかの波長分散測定装置を用いて、測定対象の波長分
散を求める波長分散測定方法であって、
　波長分散を評価する前記測定対象の入射端に対し、偏波制御を行った光信号を入射させ
、該測定対象の出射端から出射する被測定光信号の偏波を直線偏波に制御し、前記波長分
散測定装置内を伝搬する偏光軸に揃え、該波長分散測定装置に前記入射経路を介して被測
定光信号を入射させ、前記第１光成分及び前記第２光成分の前記参照信号から求めたスペ
クトル位相の変化分を基準とし、前記第１光成分及び前記第２光成分の前記プローブ信号
から求めたスペクトル位相の変化分を差分測定することで被測定光信号のスペクトル位相
の変化分を求め、前記測定対象における波長分散を評価することを特徴とする波長分散測
定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光パルスの波長分散を測定する波長分散測定装置等の技術分野に関し、特に
伝送レートが数十Gbit／sの高速光通信システムにおける光ファイバネットワークの光伝
送路を伝搬する光パルスの波長分散を測定する波長分散測定装置及びそれを用いた波長分
散測定方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、データ通信は光ファイバを介したものに移行しつつあり、これに伴い、データの
伝送速度も従来より飛躍的に高まっている。近い将来、このような光ファイバを介した高
速光通信システムにおいて、超短光パルスを用い、現時点での伝送速度より高速な数十Gb
it／sもしくはそれ以上の伝送速度で通信を行うことが検討されている。
【０００３】
　ところで、高速光通信システムにおけるデータ通信を行う場合、常にクロストークや伝
送エラーが発生するという問題がある。
　しかしながら、データの伝送速度がより高速となるに従い、個々の光パルスの幅と、互
いに前後する光パルスの間隔が狭くなり、上述したクロストークや伝送エラーが信頼性の
高いデータ通信を行う際、以下に説明するように非常に重要な問題となる。
【０００４】
　光が物質中を進行する速度は、物質の屈折率で決まり、屈折率が大きいほど光速度は遅
くなる。ガラス、半導体、光学結晶等の物質では、屈折率は光の周波数(空気中の波長)に
よって変化するため、光速度は波長に依存することになる。この、屈折率の波長依存性に
より、光パルスが物質中を進行する間に光パルスの波形を歪ませ、光パルスの時間幅が広
がる要因となることが知られている。さらに、光ファイバに代表される光導波路では、コ
ア及びクラッドの各々の形状・寸法に応じて、光導波路の実効屈折率が決まり、光速度が
波長に依存する。したがって、光導波路の構造も光パルスの時間幅が広がる要因となる。
このように、光の波長に応じて光速度が異なる、という特性を、以下、波長分散、あるい
は単に分散と称する。
【０００５】
　このように、光ファイバ中を進行する間に、上述した波長分散により光パルスの波形が
歪んだり、光パルスの時間幅が広がるが、従来の伝送速度では光パルスの幅も、前後の光
パルスの間隔も波長分散に比較して広いため、特に大きな問題とはならない。
　しかし、データの伝送速度が数十Gbit／s以上となり高くなると、波長分散が前後の光
パルスの間隔より広くなり、前後の光パルス同士が干渉するなどして、クロストークや伝
送エラーが生じてしまう。このため、現状の技術のままで単に伝送速度を高めようとした
のでは、より高速度で信頼性の高いデータ通信は実現できない。
【０００６】
　上述した高速光通信システムにおける波長分散を除去（或いは制御）するためには、ま
ず当該高速通信システムに使用する各種光コンポーネント等の波長分散を測定して、各部
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材の波長分散の特性を把握する必要がある。
　例えば、スペクトル位相の変化から波長分散を求めるため、各種コンポーネントのスペ
クトル位相を測定する周波数シフタを用いたスペクトルシアリング干渉計を用いた波長分
散測定装置がある（例えば、特許文献１参照）。
　このスペクトルシアリング干渉計では、スペクトル位相を一義的に計測可能とするため
、光パルスのｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分を各々水平偏光成分及び垂直偏光成分に変換し、
偏波分離を行うことによって直交二成分を同時に計測するため、空間光学系を用いて干渉
計を構成している。
【０００７】
　スペクトルシアリング干渉計は、干渉計の一部を構成する光ファイバにおいて、光パル
スが直線偏光により伝搬されている。
　このスペクトルシアリング干渉計において、ｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分の直交二成分を
発生させるためには、直線偏光を円偏光に変換する必要がある。
　この円偏光は、縦及び横に直交する水平偏光及び垂直偏光の２つの直交偏光の重ね合わ
により形成されている。水平偏光と垂直偏光との間には９０°の位相差がある。
　したがって、偏光ビームスプリッタを用いて、円偏光を水平偏光と垂直偏光とに空間分
離することにより、 ｃｏｓ成分とｓｉｎ成分との直交二成分を得ることができる。
【０００８】
　上述したように、波長分散の測定には、複数の波長帯におけるｃｏｓ成分とｓｉｎ成分
との直交二成分を得る必要がある。
　これに対して、光ファイバにおいては、光ファイバの光学長に応じた特定波長の光のみ
が、円偏光から楕円偏光に変化させずに伝搬され、それ以外の波長の光を円偏光から楕円
偏光に変化して伝搬され、直交二成分を安定した状態にて維持することができず、高い精
度にて直交二成分を得ることができない。
【０００９】
　このため、円偏光が楕円偏光に変化しないように、直交二成分の分離に関わる光路に空
間光学系を用いることにより、該当する全ての波長の光に対して円偏光を安定に伝搬させ
、ｃｏｓ成分とｓｉｎ成分との直交二成分を高い精度にて発生させている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２００７－８５９８１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　しかしながら、特許文献１の波長分散測定装置は、精度よく光パルスの直交二成分を得
ることができるが、空間光学系を用いているため、光ファイバと空間光学系との間におけ
る光の入出力により、光損失が発生する。この光損失により、光の強度が低下してしまい
、測定感度が低減するという問題がある。
　また、特許文献１の波長分散測定装置は、空間光学系を用いているため、装置の構成が
複雑となり、かつ空間光学系に必要な部品を配置する必要性から小型化できないという問
題がある。
【００１２】
　そこで、本発明は上記課題に鑑みてなされたものであり、装置を小型化することが可能
な、光パルスの波長分散の測定を確実かつ高安定に実現する波長分散測定装置等を提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記課題を解決するため、請求項１に記載の発明は、測定対象から入射される被測定光
信号を伝搬する、偏波保持特性を有する光ファイバで構成された入射経路（入射光ファイ
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バ１）と、前記入射経路に接続された第１入射端から被測定光信号を入射し、該第１入射
端から入射される被測定光信号を第１被測定光信号及び第２被測定光信号の２つに分離し
、前記第１被測定光信号を第１出射端から出射し、また前記第１の被測定光信号に対し偏
光方向が同一の前記第２被測定光信号を第２出射端から出射し、かつ出射する際に前記第
１被測定光信号及び前記第２被測定光信号の間に周波数差を発生させる光分岐部（光分岐
部２）と、前記第１出射端に接続され、前記第１被測定光信号を伝搬させ、偏波保持特性
を有する光ファイバで構成された第１分岐経路（第１光ファイバ３）と、前記第２出射端
に接続され、前記第２被測定光信号を伝搬させ、偏波保持特性を有する光ファイバで構成
された第２分岐経路（第２光ファイバ４）と、前記第１分岐経路及び前記第２分岐経路の
いずれか一方に設けられ、設けられた分岐経路を伝搬する光測定光信号の位相を０度と９
０度との２値にて交互に変化させる光位相シフタ（光位相シフト部９）と、前記第１分岐
経路に接続された第２入射端から入射される前記第１被測定光信号と、前記第２分岐経路
に接続された第３入射端から入射される前記第２被測定光信号とを合波し、前記第１被測
定光信号と前記第２被測定光信号との干渉により得られる、前記光位相シフタが自身の設
けられた分岐経路の測定光信号及び他方の分岐経路の測定光信号間の位相差を０度とした
場合における第１光成分（ｃｏｓ成分）の干渉要素、また前記光位相シフタが自身の設け
られた分岐経路の測定光信号及び他方の分岐経路の測定光信号間の位相差を９０度とした
場合における第２光成分（ｓｉｎ成分）の干渉要素を、第３出射端から第１合波被測定光
信号とし、第４出射端から第２合波被測定光信号として、出射する光合波部（光結合部５
）と、前記第３出射端に接続され、前記第１合波被測定光信号を伝搬させる光ファイバで
構成されたプローブ結合用経路（プローブ経路結合用光ファイバ６）と、前記第４出射端
に接続され、前記第２合波被測定光信号を伝搬させる光ファイバで構成された参照結合用
経路（参照経路結合用光ファイバ７）と、前記プローブ結合用経路に接続された第４入射
端から前記第１合波被測定光信号を入射し、前記第１合波被測定光信号を通過させる周波
数範囲を掃引し、前記第１合波被測定光信号から前記周波数範囲のスペクトル成分を抽出
する周波数分解を行い、周波数分解の結果を成分被測定光信号として第５出射端から出射
する光周波数掃引部（光周波数掃引部１０）と、前記参照結合用経路に接続された第５入
射端から前記第２合波被測定光信号を入射し、前記第２合波被測定光信号を通過させる周
波数範囲を掃引し、前記第２合波被測定光信号から前記周波数範囲内の固定された特定周
波数のスペクトル成分を抽出し、抽出した結果を参照光信号として第６出射端から出射す
る光周波数抽出部（光周波数抽出部１３）と、前記第５出射端に接続され、前記成分被測
定光信号を伝搬させる光ファイバで構成されたプローブ出射光経路（プローブ出射光ファ
イバ１１）と、前記第６出射端に接続され、前記参照光信号を伝搬させる光ファイバで構
成された参照出射光経路（参照出射光ファイバ１４）と、前記プローブ出射光経路に接続
された第６の入射端から前記成分被測定光信号を入射し、該成分被測定光信号を電気信号
に変換し、変換結果をプローブ信号とするプローブ光検出部（プローブ光検出部１２）と
、前記参照出射光経路に接続された第７の入射端から前記参照光信号を入射し、該参照光
信号を電気信号に変換し、変換結果を参照信号とする参照光検出部（参照光検出部１５）
と、前記光位相シフタの位相の変化に同期させ、前記第１光成分及び前記第２光成分のプ
ローブ信号と、前記第１光成分及び前記第２光成分の参照信号との各々を時系列に取得し
、参照信号から求めたスペクトル位相を基準とし、プローブ信号から求めたスペクトル位
相を差分測定して波長分散を求める制御部（制御部１６）と、を有することを特徴とする
。
【００１４】
　上記課題を解決するため、請求項２記載の発明は、前記第１分岐経路及び前記第２分岐
経路のいずれか一方に設けられ、前記第１分岐経路と前記第２分岐経路との光路長差を調
節する光遅延部（光遅延部８）をさらに有することを特徴とする。
【００１５】
　上記課題を解決するため、請求項３記載の発明は、前記第１分岐経路及び前記第２分岐
経路のいずれか一方に前記光遅延部が設けられ、前記光位相シフタが他方に設けられるこ
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とを特徴とする。
【００１６】
　上記課題を解決するため、請求項４記載の発明は、前記第１分岐経路及び前記第２分岐
経路のいずれか一方に、前記光遅延部及び光位相シフタが一体化（光遅延・光位相シフト
部４７）して設けられていることを特徴とする。
【００１７】
　上記課題を解決するため、請求項５記載の発明は、前記制御部が、前記第１光成分の前
記プローブ信号及び前記参照信号を受信する第１受信部と、前記第２光成分の前記プロー
ブ信号及び前記参照信号を受信する第２受信部とを有していることを特徴とする。
【００１８】
　上記課題を解決するため、請求項６記載の発明は、前記制御部が、測定範囲における測
定周波数の掃引毎に、測定単位として前記プローブ信号及び前記参照信号毎に前記第１光
成分及び前記第２光成分をデータ対として時系列に取得することを特徴とする。
【００１９】
　上記課題を解決するため、請求項７記載の発明は、前記プローブ信号及び前記参照信号
毎に前記データ対を構成する前記第１光成分及び前記第２光成分において、先に測定され
る偏光成分の位相の変化を行う時間を、後に測定される偏光成分へ位相の変化を行う時間
に対して短く設定することを特徴とする。
【００２０】
　上記課題を解決するため、請求項８記載の発明は、前記制御部が、前記測定範囲におけ
る測定周波数の掃引において、一回の掃引において、前記第１光成分または前記第２光成
分のいずれか一方のみの前記プローブ信号及び前記参照信号を取得する処理を、前記第１
光成分及び前記第２光成分に対して交互に繰り返して行うことを特徴とする。
【００２１】
　上記課題を解決するため、請求項９記載の発明は、前記プローブ結合用経路を偏波保持
特性を有する光ファイバで構成し、前記プローブ結合用経路の後段に、前記第１合波被測
定光信号の偏光方向を制御する第１偏波コントローラを挿入し、前記第１偏波コントロー
ラと前記光周波数掃引部との間を偏波保持特性を有する光ファイバにより接続し、また前
記参照結合用経路を偏波保持特性を有する光ファイバで構成し、前記参照結合用経路の後
段に、前記第２合波被測定光信号の偏光方向を制御する第２偏波コントローラを挿入し、
前記第２偏波コントローラと前記光周波数抽出部との間を偏波保持特性を有する光ファイ
バにより接続していることを特徴とする。
【００２２】
　上記課題を解決するため、請求項１０記載の発明は、前記請求項１から請求項９のいず
れかの波長分散測定装置を用いて、測定対象の波長分散を求める波長分散測定方法であっ
て、
　前記測定対象である光伝送路の波長分散を評価する部分に分岐部を設け、偏波制御部が
該分岐部より得られる被測定光信号の偏波を直線偏波に制御し、前記波長分散測定装置内
を伝搬する偏光軸に揃え、該波長分散測定装置に前記入射経路を介して被測定光信号を入
射させ、前記第１光成分及び前記第２光成分の前記参照信号から求めたスペクトル位相の
変化分を基準とし、前記第１光成分及び前記第２光成分の前記プローブ信号から求めたス
ペクトル位相の変化分を差分測定することで被測定光信号のスペクトル位相の変化分を求
め、前記測定対象における波長分散を評価することを特徴とする。
【００２３】
　上記課題を解決するため、請求項１１記載の発明は、前記請求項１から請求項９のいず
れかの波長分散測定装置を用いて、測定対象の波長分散を求める波長分散測定方法であっ
て、
　波長分散を評価する前記測定対象の入射端に対し、偏波制御を行った光信号を入射させ
、該測定対象の出射端から出射する被測定光信号の偏波を直線偏波に制御し、前記波長分
散測定装置内を伝搬する偏光軸に揃え、該波長分散測定装置に前記入射経路を介して被測
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定光信号を入射させ、前記第１光成分及び前記第２光成分の前記参照信号から求めたスペ
クトル位相の変化分を基準とし、前記第１光成分及び前記第２光成分の前記プローブ信号
から求めたスペクトル位相の変化分を差分測定することで被測定光信号のスペクトル位相
の変化分を求め、前記測定対象における波長分散を評価することを特徴とする。
【発明の効果】
【００２４】
　この発明によれば、空間光学系を使用せず、偏波保持特性を有する光ファイバの第１分
岐経路及び第２分岐経路によって、波長分散測定装置の干渉計を構成しているため、従来
例のように、光ファイバと空間光学系との間における光の入出力による光損失が発生せず
、被測定光信号の光の強度を低下させることが無くなる。
　また、この発明によれば、偏波保持特性を有する光ファイバによって、被測定光信号の
偏波を保持させた状態で装置内を伝搬させ、干渉計を構成する第１分岐経路及び第２分岐
経路において、第１分岐経路に伝搬される第１被測定光信号対し、第２分岐経路に伝搬さ
れる第２被測定光信号の位相差を時系列に０度と９０度に切り替えることにより、安定し
た同一の偏波状態の第１及び第２被測定光信号から第１光成分（ｃｏｓ成分）及びこの第
１光成分に対して９０°異なる位相の前記第２光成分（ｓｉｎ成分）の各々の干渉要素を
抽出することができ、従来に比較して光パルスの波長分散の測定を、高精度かつ高感度に
行うことができる。
　また、この発明によれば、空間光学系を用いていないため、装置の構成が簡易となり、
かつ空間光学系において必要とされていた部品を配置する必要性がなく、装置を小型化す
ることが可能となる。
　また、この発明によれば、周波数掃引にともなうスペクトル位相の変化分の測定と平行
して特定の周波数でのスペクトル位相の変化分を測定し、特定の周波数でのスペクトル位
相の変化分を基準として、各周波数でのスペクトル位相の変化分を差分測定する構成とし
ているため、光ファイバの光路長のゆらぎによる光ファイバスペクトルシアリング干渉計
の位相ゆらぎをさらに低減し、高安定の測定を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】光パルスからスペクトル位相の変化分Δφ（ν）の測定を説明するための図であ
る。
【図２】第１の実施形態による波長分散測定装置の構成例を示すブロック図である。
【図３】第１の実施形態における、光周波数掃引部１０の周波数掃引動作と、これに対応
した光位相シフト部８の位相シフトの動作と、制御部１６におけるプローブ光検出部１２
からの電気信号のサンプリングとにおける動作のタイミングを示す波形図である。
【図４】第２の実施形態における、光周波数掃引部１０の周波数掃引動作と、これに対応
した光位相シフト部９の位相シフトの動作と、制御部１６におけるプローブ光検出部１２
からの電気信号のサンプリングとにおける動作のタイミングを示す波形図である。
【図５】第４の実施形態による波長分散測定装置の構成例を示すブロック図である。
【図６】第５の実施形態における光周波数掃引部１０の周波数掃引動作と、これに対応し
た光位相シフト部９の位相シフトの動作と、制御部１６におけるプローブ光検出部１２か
らの電気信号のサンプリングとにおける動作のタイミングを示す波形図である。
【図７】第６の実施形態による光周波数掃引部１０または光周波数抽出部１３の構成例を
示すブロック図である。
【図８】本発明の波長分散測定装置を用いて、光ファイバ伝送路を伝搬する光パルスの分
散パラメータを測定する測定方法を説明する図である。
【図９】本発明の波長分散測定装置を用いて、光部品を伝搬する光パルスの分散パラメー
タを測定する測定方法を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、本発明の好適な実施の形態を添付図面に基づいて説明する。なお、本実施形態は
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、例えば東京－大阪間の幹線光ファイバ伝送路、都市部でのメトロ光ファイバネットワー
ク網等、波長多重伝送を併用する光ネットワーク等の光ファイバ伝送路を伝搬する光パル
スの波長分散特性を評価するための波長分散測定装置及び当該波長分散測定装置を用いた
波長分散測定方法に本発明を適用した場合の実施形態である。
【００２７】
［波長分散］
　先ず、本実施形態における波長分散測定装置にて測定する波長分散について説明する。
【００２８】
　本実施形態では、上述したように光ファイバ伝送路を伝搬する光パルスのスペクトル位
相を測定し、光ファイバ伝送路にて生じる波長分散の特性評価を行う。特に、本実施形態
は１０ＧＢｉｔ／ｓ～４０ＧＢｉｔ／ｓ程度の高速光通信システムにおいて使用する光フ
ァイバ伝送路の波長分散の特性評価を行う場合に好適な実施形態について説明する。
【００２９】
　光ファイバ伝送路の波長分散を評価するには、周波数－波数の関係、すなわち分散関係
が重要となる。この関係より光が光ファイバ伝送路を伝搬する際の速度が求まる。この速
度は、光パルスの重心が移動するスピードを指し”群速度”と呼ばれる。群速度の波長（
周波数）依存性が波長分散をあらわす。
【００３０】
　この群速度は、周波数－波数特性曲線の傾き(微分係数)として与えられ、真空や空気中
では、周波数－波数特性は直線となり、群速度は周波数によらず一定であるが、ガラス・
半導体・金属などの物質中では周波数－波数特性は直線にならず、群速度は周波数に応じ
て変化する。光パルスが伝搬する光ファイバ伝送路は、主としてガラスで形成されている
ので、ガラスの特性に応じた波長分散が生じると共に、コア及びクラッドの形状と寸法に
応じた波長分散を生じ、光パルスの周波数(波長と言い換えてよい)に応じて群速度は変化
することとなる。
【００３１】
　ここで、光パルスは単一の波長だけでなく、さまざまな波長成分を含んでいるので、群
速度が波長に依存すると光ファイバ伝送路中を伝搬するにつれて光パルスの幅が拡がって
しまい、光パルスの波形が歪み、前後の光パルスで信号が重なりクロストークを生じ、エ
ラーが発生してしまう。
【００３２】
　波長分散は、伝搬する光ファイバなどの媒質の長さに比例して増大するため、光ネット
ワークが普及し、光ファイバや光部品で構成された経路の長さが増加するに従い、光パル
スの歪みが大きく広がることになり、深刻な問題となる。
　そのため、波長分散を補償することが、光ネットワークを構築して運用する際に重要な
課題となる。この波長分散を補償するためには、この波長分散の程度を評価することが必
要である。
【００３３】
　この光ファイバ伝送路の波長分散の特性である分散パラメータ（dispersion parameter
）Ｄは、以下に示す式（１）により表される。分散パラメータの単位は、例えばｐｓ／ｎ
ｍ／ｋｍである。この式（１）において、Δτｇは群遅延時間差、Ｌは光が伝搬する距離
、Δλは波長差である。
【００３４】
【数１】
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　本実施形態においては、分散パラメータＤは、例えば光ファイバ伝送路や光部品の長さ
である。光が伝搬する距離Ｌは既知であるため、波長差に対する群遅延時間差が求まれば
、分散パラメータＤを算出することができる。
　上記波長差は、周波数差Δνにより、以下の式（２）として表される。式（２）におい
て、νは周波数であり、ｃは光の速度である。
【００３６】
【数２】

【００３７】
　式（２）を式（１）に代入することにより、以下に示す式（３）を得る。
【００３８】
【数３】

【００３９】
　ところで、光の周波数は非常に高く、電気的測定により光の電界の振動を測定すること
は、例えば、波長１５００ｎｍの光の周波数は２００ＴＨｚ（テラヘルツ）に相当し、現
状の技術では不可能である。そこで、光の位相を測定する手段として、干渉計が用いられ
る。
　この干渉計では、入射光はビームスプリッタで２方向に分割され、各々の光は独立の経
路を通過した後、再び一つに結合される。分割された光が各々の経路を伝搬することによ
る位相差を、結合後の干渉光の強度として測定することができる。
【００４０】
　従って、本実施形態では、光ファイバ伝送路を伝搬している光パルス自身の一部を取り
出して、当該取り出した光パルスの一部を周波数シフタ（ＡＯＦＳ：acousto-optic freq
uency shifter）でΔν０だけ周波数シフトさせた光パルスを用いて、元の光パルスと干
渉させて得られた干渉フリンジを強度および位相に極座標変換することにより、元の光パ
ルスの位相の周波数微分を求めることができ、群遅延時間を測定することができる。
【００４１】
　以下、図を用いてより具体的に説明する。
　図１（Ａ）は、光ファイバ伝送路を伝搬している光パルスの波形を示す図であり、横軸
を時間ｔ、縦軸を信号強度Ｉで表した光パルスの時間波形である。同図に示す例では、光
パルスは２５ｐｓ（４０Gbit／s）毎にＯＮ、ＯＦＦを繰り返すような光パルスであるも
のとする。光ファイバ伝送路や光部品を伝搬後のスペクトル位相をφ（ν）とし、Δνの
周波数差に対するスペクトル位相の変化分がΔφ（ν）であるとすると、群遅延時間差Δ
τｇは以下の式（４）で表される。ここで、スペクトル位相は、一般に光パルスチャープ
（pulse chirp）と呼ばれ、周波数の関数として位相がどのように変化していくかを記述
するものであり、ここでは光ファイバ伝送路によって生じた位相変化を示すものである。
【００４２】
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【数４】

【００４３】
　式（４）を式（３）に代入することにより、以下に示す式（５）で表す関係式が導かれ
る。
【００４４】
【数５】

【００４５】
　この式（５）式により、光ファイバ伝送路や光部品中を伝搬した光パルスに対して、周
波数差Δνに対するスペクトル位相の変化分を求めることにより、光ファイバ伝送路や光
部品における分散パラメータＤが求まり、波長分散を評価することができる。分散スロー
プなどの高次の波長分散は分散パラメータの周波数依存性として表われるため、全ての次
数の波長分散が式（５）により評価できる。
【００４６】
　また、図１（Ｂ）に光パルスの位相の周波数νの依存特性を示す。測定対象である光フ
ァイバ伝送路の光パルスは二次の分散を有しており、さらに同図に示す如く上に凸形状を
有する放物線で示されるように位相が変化する。周波数をΔν０だけ微小シフトさせた場
合には図中の点線で示すように、このシフトによりスペクトル位相もΔφだけ変化する。
このスペクトル位相の変化分Δφの値は、周波数シフトしていない元の光パルス（図中実
線）を微分した値と等価となる。従って、スペクトル位相の変化分Δφを周波数のシフト
量Δν０で除算することにより、式（４）で示すように群遅延時間差Δτｇを求めること
ができる。
【００４７】
［スペクトルシアリング干渉計］
　スペクトルシアリング干渉計においては、干渉計が備える２本の分岐経路により、入力
される光パルスを、偏光方向を同一に保持させて２つに分岐し、いずれか一方の分岐経路
を伝搬する光パルスに対して周波数シフトを与える。
　図１（Ｃ）に光パルスの強度スペクトル波形を示す。同図は電界Ｒに対する周波数νの
依存特性を示すものであり、実線で示す如く、周波数シフトしていない元の光パルスは中
心周波数ν０で電界Ｒが最大（ピーク）となるスペクトルを有することがわかる。一方、
周波数をΔν０だけ微小シフトさせた場合（点線で図示）には、強度スペクトルのピーク
はシフトするが、波形は変化しないことがわかる。つまり、周波数を微小シフトさせても
電界Ｒの値は変化がないため、絶対値で示される元の光パルスのパワースペクトルを、周
波数をΔν０だけ微小シフトさせた光パルスのパワースペクトルにより近似することがで
きる。
【００４８】
　このため、この周波数シフトにより生じる干渉フリンジのスペクトルを取得し、図１（
Ｂ）に示される周波数差Δνに対するスペクトル位相の変化分Δφ（ν）を、すなわち光
パルスを微分した値と等価な値として測定することができる。その結果、得られたスペク
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トル位相の変化分Δφ（ν）を式（５）に代入することにより分散パラメータを算出し、
波長分散を評価することができる。このスペクトルシアリング干渉計の詳細については、
参考文献（OPTICS LETTERS Vol.19, No.4, pp.287-289, February 15, 1994,"Analysis o
f ultrashort pulse-shape measurement using linear interferferometers"）, Victor 
Wong and Ian Walmsley）に示されている。
　以下、上記参考文献に示される構成に加えて、直交二成分を検出することにより、一義
的な位相の測定を含めた本実施形態によるスペクトルシアリング干渉計による波長分散の
評価の基礎原理について説明する。
【００４９】
　波長分散を評価する対象となる光ファイバ伝送路や光部品を伝搬した光パルスを被測定
光信号として、この被測定光信号を光分岐部により、偏光方向を同一に保持させた状態で
２つの分岐経路に分離する。これら２つの分岐経路の一方に伝搬する被測定光信号をπ／
２位相シフトさせ、２つの分岐経路、例えば第１分岐経路を伝搬する第１被測定光信号と
第２分岐経路を伝搬する第２被測定光信号とを合波するよう干渉計を構成する。
　第１分岐経路を伝搬する第１被測定光信号の電界の時間波形を以下の式（６）により表
す。この式（６）において、ｔは時間であり、ν０は被測定信号の中心周波数である。
【００５０】
【数６】

【００５１】
　この式（６）においては、直交二成分を表す第１被測定光信号の時間波形が示され、上
段の行が直交二成分の一方の成分であるｃｏｓ成分、下側の行が直交二成分の他方の成分
であるｓｉｎ成分を示している。また、｜Ｅ１

ｃｏｓ（ｔ）｜、｜Ｅ１
ｓｉｎ（ｔ）｜の

各々は電界の包絡線の絶対値を表している。ここで、第１被測定光信号における第１光成
分であるｃｏｓ成分とｃｏｓ成分に対して位相がπ／２異なる第２の光成分であるｓｉｎ
成分とは偏光方向が同一である。
　Ψは時間領域表記での位相であり、波長分散に関係する項を含んでいる。また、式（６
）において、信号変調フォーマットに依存する位相成分は省略している。
　スペクトル干渉計においては、式（６）の電界の時間波形を分光して、すなわちフーリ
エ変換を行って、中心周波数ν０を原点としたスペクトルに変換し、以下の式（７）を得
る。
【００５２】

【数７】

【００５３】
　次に、第２分岐経路を伝搬する第２被測定光信号には、中心周波数ν０に対してΔν０

の周波数シフトを与える。この周波数シフトΔν０は微少であり、ν０≫Δν０の関係に
ある。また、第２分岐経路を伝搬する第２被測定光信号の電界の時間波形は、以下の式（
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の位相差が０度、ｓｉｎ成分の位相差が９０度であることに対応し、ｓｉｎ成分には位相
差π／２が付加されている。ここで、ｓｉｎ成分による干渉成分（干渉フリンジ）のパワ
ースペクトルを得るため、第２被測定光信号に、π／２の位相差を与え、ｓｉｎ成分とし
ている。また、第２被測定光信号における第１光成分であるｃｏｓ成分とｃｏｓ成分に対
して位相がπ／２異なる第２の光成分であるｓｉｎ成分とは偏光方向が同一である。
【００５４】
【数８】

【００５５】
　上記式（８）をフーリエ変換して、中心周波数ν０を原点としたスペクトルに変換する
と、以下の式（９）が得られる。
【００５６】
【数９】

【００５７】
　上述したように、周波数シフトΔν０を微少としたことから、式（９）においてはｃｏ
ｓ成分及びｓｉｎ成分の各々に対して、以下に示す式（１０）の近似式を適用した。
【００５８】

【数１０】

【００５９】
　第１分岐経路を伝搬する第１被測定光信号と第２分岐経路を伝搬する第２被測定光信号
とを再び結合部により合波し、合波後の合波被測定光信号を光検出部により検出すると、
第１測定光信号と第２被測定光信号との干渉によるパワースペクトルが得られる。再結合
後のｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分の干渉成分のパワースペクトルを、それぞれ｜Ｅｃｏｓ（
ν）｜、｜Ｅｓｉｎ（ν）｜として、式（７）及び式（９）の電界スペクトルにおける偏
光方向が同一の第１被測定光信号及び第２被測定光信号の各ｃｏｓ成分、またｓｉｎ成分
同士を重ね合わせて絶対値の自乗を求めることにより、ｃｏｓ成分の干渉成分、ｓｉｎ成
分の干渉成分の各々のパワースペクトルが以下の式（１１）のように求められる。
【００６０】
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【数１１】

【００６１】
　上記式（１１）において、周波数シフトΔν０が式（４）及び式（５）における周波数
差Δνに等しいとみなして、以下に示す式（１２）のように位相差を表す項が周波数差Δ
νに対するスペクトル位相の変化分Δφ（ν）に等しいとした。
【００６２】

【数１２】

【００６３】
　次に、式（１１）を変形して、スペクトル位相の変化分Δφ（ν）に対応するｃｏｓ成
分及びｓｉｎ成分の項が以下の式（１３）に示すように得られる。ここで、上記再結合を
行う際、第１被測定光信号と第２被測定光信号との偏光方向が同一であり、第１被測定光
信号及び第２被測定光信号におけるｃｏｓ成分とｓｉｎ成分との偏光方向も同一である。
【００６４】

【数１３】

【００６５】
　第１被測定光信号及び第２被測定光信号におけるｃｏｓ成分とｓｉｎ成分との干渉にお
ける干渉フリンジ成分は式（１３）における｜Ｅｃｏｓ（ν）｜、｜Ｅｓｉｎ（ν）｜に
含まれている。
　また、本実施形態においては、上記式（１３）を得るために第１被測定光信号及び第２
被測定光信号との再結合を行う際、第１被測定光信号及び第２被測定光信号のいずれか一
方を、他方に対して位相を０度と９０度とに交互にシフトさせている。この位相のシフト
は、光位相シフタである光位相シフト部に対して、位相のシフト量を制御する電圧である
位相シフト電圧を時間的に交互に印加して行う。また、この位相のシフトを行った後にお
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いても、第１被測定光信号と第２披測定光信号との偏光方向は同一である。
　この結果、式（８）の被測定信号におけるｃｏｓ成分（上段）とｓｉｎ成分（下段）と
を交互に取得する。この光位相シフト部は、本実施形態において、第２分岐経路に設けら
れ、上述したように、印加される位相シフト電圧により、第１分岐経路を伝搬する第１被
測定光信号の位相に対し、第２分岐経路を伝搬する第２被測定光信号の位相差を０度（ｃ
ｏｓ成分取得）と９０度（ｓｉｎ成分取得）との２値にて交互に変化させている。この結
果、第１被測定光信号及び第２被測定光信号の合波において、ｃｏｓ成分の干渉成分とｓ
ｉｎ成分の干渉成分とが交互に取得されることになる。そして、交互に取得した一対のｃ
ｏｓ成分とｓｉｎ成分との干渉成分のパワースペクトルを、以下の式（１４）に代入する
ことにより、周波数差Δνに対するスペクトル位相の変化分Δφ（ν）が、一価関数のｔ
ａｎ－１により０から２πの範囲で一義的に求められる。ここで、ｃｏｓ成分とｓｉｎ成
分との一対とは、周波数毎にスペクトル位相の変化分Δφ（ν）を求める単位である。
【００６６】
【数１４】

【００６７】
　式（１４）において、最右辺の式を得るために、第１分岐経路を伝搬する第１被測定光
信号と、第２分岐経路を伝搬する第２被測定光信号との各々におけるｃｏｓ成分及びｓｉ
ｎ成分のパワーを等しいとし、以下の式（１５）を適用した。
【００６８】

【数１５】

【００６９】
　上記スペクトル位相の変化分Δφ（ν）は、０から２πの範囲において周期的に折りた
たまれているため、ｕｎｗａｒｐ処理により展開することで、この位相の折りたたみが解
除される。
　以上のようにして、スペクトルシアリング干渉計を用いて、周波数差Δνに対するスペ
クトル位相の変化分Δφ（ν）を測定し、式（５）に代入することで分散パラメータＤを
算出し、光ファイバ伝送路における波長分散の特性の評価を行う。
【００７０】
　一方、スペクトル干渉計による分散パラメータＤの測定では、測定したスペクトル位相
φ（ν）を周波数微分して群遅延時間を求めることにより、分散パラメータＤを算出する
ことができる。ただし、この周波数微分を行うと、スペクトル位相における測定ノイズも
同時に微分されてしまい、測定ノイズを微分した鋭いスパイクノイズが群遅延時間に重畳
してしまい、分散パラメータを算出する際の精度を低下させることになる。
　このように、スペクトル干渉計においては、分散パラメータを精度良く検出できない欠
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点がある。このため、本願発明においては、スペクトルシアリング干渉計を用いて、周波
数差Δνに対するスペクトル位相の変化分Δφ（ν）を測定することにより、高精度に波
長分散を評価している。
【００７１】
［第一分岐経路及び第二分岐経路間での位相差のゆらぎの低減］
　一般的に、光ファイバは、周囲の温度変化により光路長が変動する。周囲の温度が上昇
すると膨張し、一方、周囲の温度が低下すると収縮するため、光ファイバの物理的な長さ
が変化することになる。また、周囲温度により、光ファイバの実効屈折率も変化し、光学
的な光路長差が変化する。
　上述した周囲温度の変動により、光ファイバの光路長が変化することにより、スペクト
ルシアリング干渉計を構成する第一分岐経路と第二分岐経路との光路長の変化の違いによ
り、光路長差が変動することになる。この結果、第一分岐経路と第二分岐経路との間の位
相差が時間的に揺らいでしまい、第１被測定光信号と第２被測定光信号との干渉フリンジ
を安定に測定できず、スペクトル位相の変化分の測定が高い精度で行えないことになる。
【００７２】
　上述した周囲の温度変化に対し、スペクトルシアリング干渉計での干渉フリンジの測定
を安定化させるため、第一分岐経路及び第二分岐経路間の位相差に生ずる揺らぎ、すなわ
ち光路長差の変動が測定に対して与える影響を、測定精度に対応して低下させる必要があ
る。
　第一分岐経路と第二分岐経路との光路長差の変動をΔｌとし、周波数νにおける第一分
岐経路と第二分岐経路との間の位相差に生じる揺らぎをΔΨ（ν）とすると、この揺らぎ
ΔΨ（ν）は以下の式（１６）により表される。
【００７３】
【数１６】

【００７４】
　ここで、第一分岐経路と第二分岐経路との光路長は、予め互いに等しくなるように調整
されていることが必要である。第一分岐経路と第二分岐経路との光路長が異なる場合、光
路長差の変動が大きくなり、干渉フリンジの測定精度が非常に悪くなり、スペクトル位相
の変化分Δφ（ν）が得られなくなる。この光路長差の変動には、すでに述べたように、
光ファイバの物理的な長さの変動及び実効屈折率の変動が含まれている。
【００７５】
　本実施形態においては、測定の周波数範囲における特定の周波数νｓでのスペクトル位
相の変化分を基準とし、各周波数でのスペクトル位相の変化分Δφ（ν）を差分測定する
。この差分測定において表れる位相差に生ずる揺らぎΔΨ（ν）－ΔΨ（νｓ）は、以下
の式（１７）により表すことができる。
【００７６】
【数１７】

【００７７】
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　上述した特定の周波数νｓとして、測定の周波数範囲の中心周波数ν０を用い、この測
定の周波数範囲を１００ＧＨｚ間隔のＩＴＵ（International Telecommunication Union
）グリッドの一つのチャネルとする。例えば、被測定光信号がＣバンドあるいはＬバンド
にあるとして、中心周波数ν０の最小値を１８４ＴＨｚとする。このとき、ν－ν０は絶
対値にして５０Ｈｚ以内であるため、以下の式（１８）に示す関係式が成立する。
【００７８】
【数１８】

【００７９】
　測定の周波数範囲における各周波数でのスペクトル位相の変化分Δφ（ν）を、中心周
波数νでのスペクトル位相の変化分Δφ（ν０）を基準として差分測定することにより、
上記式（１８）の関係式に示されるように、各周波数でのスペクトル位相の変化分を直接
に測定する場合と比較して、位相差の揺らぎを０．０２７％以下に低減することができる
。この結果、スペクトルシアリング干渉計に対して、特に温度変化に対応するような能動
的な安定化を行うことなく、スペクトル位相の変化分を差分測定することにより、スペク
トル位相の変化分の測定を受動的に安定化することができる。
【００８０】
［波長分散測定装置の構成及び機能］
＜第１の実施形態＞
　次に、図２を参照して、本実施形態による波長分散測定装置の構成及び機能を説明する
。図２は、本実施形態による波長分散測定装置の構成例を示すブロック図である。
　波長分散測定装置は、入射経路としての入射光ファイバ１、光分岐部２、第１光分岐経
路としての第１光ファイバ３、第２光分岐経路としての第２光ファイバ４、光結合部５、
プローブ経路の結合用経路としてのプローブ経路結合用光ファイバ６、参照経路の結合用
経路としての参照経路結合用光ファイバ７、光遅延部８、光位相シフタとしての光位相シ
フト部９、光周波数掃引部１０、プローブ出射光ファイバ１１、プローブ光検出部１２、
光周波数抽出部１３、参照光出射光ファイバ１４、参照光検出部１５、制御部１６、位相
制御線１７、掃引周波数制御線１８、参照周波数制御線１９、プローブ検出制御線２０及
び参照検出信号線２１を備える。
【００８１】
　入射光ファイバ１は、一端が波長分散を評価する評価対象である光ファイバ伝送路また
は光部品から光パルスを入射し、他端が光分岐部２の入射端（第１入射端）に接続されて
いる。ここで、波長分散を評価する評価対象の光ファイバ伝送路または光部品を伝搬した
光パルスを、入射光ファイバ１を介して波長分散測定装置に入射し、入射した光パルスを
被測定光信号とする。
【００８２】
　光分岐部２は、入射端から入力される被測定光信号を２方向に分岐させ、一の出射端（
第１出射端）に一端が接続されている第１光ファイバ３に対し、一方の光束を第１被測定
光信号として導くとともに、他の出射端（第２出射端）に一端が接続されている第２光フ
ァイバ４に対し、他方の光束を第２被測定光信号として導く。ここで、第１被測定光信号
は式（６）に示す時間波形であり、式（７）に示す周波数スペクトルを有している。第２
被測定光信号は式（８）に示す時間波形であり、式（９）に示す周波数スペクトルを有し
ている。
　また、光分岐部２は、一の出射端から第１光ファイバ３へ出射する第１被測定光信号と
、他の出射端から第２光ファイバ４へ出射する第２被測定光信号との間に、キャリア周波
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数差を発生させる。
【００８３】
　本実施形態においては、キャリア周波数差が発生した結果、例えば、第１光ファイバ３
へ出射される第１被測定光信号の周波数と異なる周波数となるように、第２光ファイバ４
へ出射される第２被測定光信号に対して、キャリア周波数差として周波数シフトΔν０が
与えられる。一方、第１光ファイバ３へ出射される第１被測定光信号には、周波数の変化
はない。
【００８４】
　光分岐部２は、例えば、音響光学型周波数シフタを用いている。この音響光学型周波数
シフタの０次光出力ポートが第１光ファイバ３の一端と接続され、１次光出力ポートが第
２光ファイバ４の一端と接続されている。音響光学型周波数シフタは、周波数Δν０の高
周波が供給された場合、０次光出力ポートから周波数シフトされない第１被測定光信号を
出力し、一方、１次光出力ポートから周波数Δν０だけ周波数シフトされた第２被測定光
信号を出力する。光分岐部２は、後述する光結合部５において再結合して干渉成分を取得
するため、第１被測定光信号と第２被測定光信号との偏光方向を同一として出射する。
【００８５】
　光結合部５は、一の入射端（第２入射端）が第１光ファイバ３の他端に接続され、他の
入力端（第３入射端）が第２光ファイバ４の他端に接続されている。また、光結合部５は
、一の出射端（第３出射端）がプローブ経路結合用光ファイバ６に接続され、他の出射端
（第４出射端）が参照経路結合用光ファイバ７に接続されている。
　光結合部５は、一の入射端から入射される第１被測定光信号と、他の入射端から入力さ
れる第２被測定光信号とを合波し、合波された合波被測定光信号を、一の出射端からプロ
ーブ経路結合用光ファイバ６に対して出射するとともに、他の出射端から参照経路結合光
ファイバ７に対して出射する。
【００８６】
　また、第１光ファイバ３の経路中には、光遅延部８が介挿されている。この光遅延部８
は、第１光ファイバ３と第２光ファイバ４との光路長差を同じにする目的で、他方に対し
て光路長が短い方の光ファイバに設けられ、光路長差を解消する調整のための遅延を被測
定光信号に与えている。
　このように、光遅延部８を設けて光路長差を解消することにより、第１光ファイバ３と
第２光ファイバ４との間において生ずる光路長の揺らぎを低減することができるため、式
（１４）におけるスペクトル位相の変化分Δφ（ν）の測定精度を向上させることができ
る。
　なお、第１光ファイバ３と第２光ファイバ４との光路長差が測定精度に対して影響を与
えない程度であれば、光遅延部８を設ける必要性はない。
【００８７】
　また、第２光ファイバ４の経路中には、光位相シフト部９が介挿されている。この光位
相シフト部９は、第２光ファイバ４を伝搬する第２被測定光信号の位相を、一定の第１周
期において０度と９０度とに交互に位相シフトさせる。すなわち、光位相シフト部９は、
第１光ファイバ３を伝搬する第１被測定光信号と、第２光ファイバ４を伝搬する第２被測
定光信号との間の位相差を、一定の第１周期において０度および９０度の間で交互に切替
えている。ここで、光位相シフト部９は、第１被測定光信号に対して第２被測定光信号の
位相をシフトさせるが、シフト後も第２被測定光信号の偏光方向を、第１被測定光信号と
同一として出射する。
【００８８】
　これにより、第１光ファイバ３を伝搬する第１被測定光信号と第２光ファイバ４を伝搬
する第２被測定光信号との間の位相差が０度の場合をｃｏｓ成分検出モード、９０度の場
合をｓｉｎ成分検出モードとすることができる。第１被測定光信号におけるｃｏｓ成分及
びｓｉｎ成分が式（６）で示される。また、第２被測定光信号を位相差０度としたものを
ｃｏｓ成分とし、位相差９０度としたものをｓｉｎ成分とし、それぞれ式（８）の上段と



(19) JP 2011-106984 A 2011.6.2

10

20

30

40

50

下段とで表している。
　ここで、上述したように、光分岐部２から出射される第１被測定光信号と第２被測定光
信号との偏光方向は同一であり、かつ第１被測定光信号に対して光位相シフト部９により
位相差０度または９０度とされた第２被測定光信号との偏光方向も同一である。したがっ
て、光位相シフト部９で発生する位相差を０度および９０度の間で切替えることにより、
直交二成分におけるｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分のいずれを検出するかを選択することがで
きる。本実施形態においては、第２被測定光信号を第１被測定光信号に対して０度シフト
させた場合、第１被測定光信号及び第２被測定光信号のｃｏｓ成分の干渉が起こり、第２
被測定光信号を第１被測定光信号に対して９０度シフトさせた場合、第１被測定光信号及
び第２被測定光信号のｓｉｎ成分の干渉が起こることになる。すなわち光結合部５は、第
２被測定光信号の位相シフト差が０度の場合、第１被測定光信号及び第２被測定光信号の
ｃｏｓ成分における干渉成分を合波被測定光信号として出力し、位相シフト差が９０度の
場合、第１被測定光信号及び第２被測定光信号のｓｉｎ成分における干渉成分を合波被測
定光信号として出力する。
【００８９】
　この光位相シフト部９には、例えば、電気光学結晶（例えばLiNb0３)を用いた位相シフ
タを用いることができ、印加する位相シフト電圧（後述するＶ０、Ｖ９０）を変化させる
ことにより、位相のシフト量を０度および９０度の間で切替えることができる。
　なお、本実施形態においては、光遅延部８が第１光ファイバ３に接続され、また光位相
シフト部９が第２光ファイバ４に接続された構成としているが、実際には、第１光ファイ
バ３及び第２光ファイバ４のうちいずれか光路長の短い光ファイバに光遅延部８を介挿し
、他方に光位相シフト部９を接続するようにする。
　上述したように、光遅延部８と光位相シフト部９との各々を、それぞれ異なる光ファイ
バの光路中に挿入することにより、光遅延部８と光位相シフト部９との間を残留反射光が
往復することを防止することができる。このため、残留反射光が往復して共振することに
より発生するスペクトルリップルを除去することができる。
【００９０】
　光周波数掃引部１０は、入射端（第４入射端）がプローブ経路結合用光ファイバ６の他
端に接続され、出射端(第５出射端)がプローブ出射光ファイバ１１の一端に接続されてい
る。光周波数掃引部１０は、例えば、チューナブルバンドパスフィルタであり、周波数掃
引周期（設定された測定周波数の範囲で周波数の掃引を行う周期）の開始を示すトリガ信
号により、所定の測定周波数の範囲において周波数を変化させる掃引を行う。ここで、光
周波数掃引部１０は、通過させるバンドパス周波数幅の中心周波数を上記測定周波数の範
囲において時系列に変化させる。また、光周波数掃引部１０は、プローブ経路結合用光フ
ァイバ６から入射される合波被測定光信号から、上記バンドパス周波数幅に対応した周波
数の干渉要素を取り出す処理、すなわち合波被測定光信号の周波数分解（スペクトル分解
）を行う。光周波数掃引部１０は、周波数分解後の成分被測定光信号（周波数毎のスペク
トル強度を示す信号、プローブ光信号）を出射端から、プローブ出射光ファイバ１１に対
して出射する。第１被測定光信号及び第２被測定光信号を合波した合波被測定光信号の周
波数数分解に用いる周波数は、上記バンドパス周波数幅における中心周波数とする。上記
周波数分解により、周波数毎のｃｏｓ成分またはｓｉｎ成分の干渉要素（干渉成分）を検
出することになる。
【００９１】
　光周波数抽出部１３は、入射端（第５入射端）が参照経路結合用光ファイバ７の他端に
接続され、出射端（第６出射端）が参照出射光ファイバ１４の一端に接続されている。光
周波数抽出部１３は、参照経路結合用光ファイバ７から入射される合波被測定光信号から
、特定の周波数（本実施形態においては被測定光信号の中心周波数ν０）成分の干渉要素
を取り出す処理、すなわち合波被測定光信号における特定の周波数ν０の成分の抽出を行
う。
　光周波数抽出部１３は、光周波数掃引部１０がバンドパス周波数幅の中心周波数を上記
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周波数掃引周期において時系列に変化させる間、すなわち周波数を掃引して各バンドパス
周波数幅のスペクトル位相の変化を測定する間、抽出する周波数を特定の周波数ν０に固
定している。光周波数抽出部１３は、特定の周波数ν０で抽出した参照光信号（特定の周
波数ν０のスペクトル強度を示す信号）を出射端から、参照出射光ファイバ１４に対して
出射する。
　また、光周波数抽出部１３は、上述したように抽出する周波数を特定の周波数ν０に固
定するが、その抽出する周波数を調整可能な、例えばチューナブルバンドパスフィルタ等
を用いても良い。この特定周波数を変更する際、ユーザが特定周波数のデータを入力する
ことにより、制御部１６は、光周波数抽出部１３に対して、参照周波数制御線１９を介し
て、特定周波数を設定するための制御信号を出力する。そして、光周波数抽出部１３は、
参照周波数制御線１９を介し、制御部１６から入力される制御信号により指示される周波
数を、特定周波数として設定する。
　本実施例では特定の周波数を被測定信号の中心周波数とするが、特定の周波数は被測定
信号の他の周波数でもよい。測定条件に応じて最も位相ゆらぎを低減できるように、特定
の周波数を選択すればよい。
【００９２】
　プローブ光検出部１２は、入射端（第６入射端）がプローブ出射光ファイバ１１の他端
と接続されている。プローブ光検出部１２は、プローブ出射光ファイバ１１から入射され
る成分被測定光信号を、電気信号に変換して、変換結果を干渉信号であるプローブ信号と
して制御部１６に対して出力する。
　ここで、成分被測定光信号は、光位相シフト部９が位相のシフト量を０度としている場
合、対応する周波数のｃｏｓ成分の干渉要素であり、光位相シフト部９が位相のシフト量
を９０度としている場合、対応する周波数のｓｉｎ成分の干渉要素である。
【００９３】
　参照光検出部１５は、入射端（第７入射端）が参照出射光ファイバ１４の他端と接続さ
れている。参照光検出部１５は、参照出射光ファイバ１４から入射される参照光信号を、
電気信号に変換して、変換結果を干渉信号である参照信号として制御部１６に対して出力
する。
　ここで、参照光信号は、光位相シフト部９が位相のシフト量を０度としている場合、特
定の周波数ν０のｃｏｓ成分の干渉要素であり、光位相シフト部９が位相のシフト量を９
０度としている場合、特定の周波数ν０のｓｉｎ成分の干渉要素である。
【００９４】
　また、本実施形態において、入射光ファイバ１、第１光ファイバ３、第２光ファイバ４
のそれぞれは、偏波保持特性を有する偏波保持光ファイバ（PMF :Polarization Maintain
ing Fiber）が用いられている。これら入射光ファイバ１、第１光ファイバ３、第２光フ
ァイバ４のそれぞれの偏光軸はすべて同一方向に揃えられた状態とし、第１被測定光信号
及び第２被測定光信号の偏光方向を揃えて同一とし、第１被測定光信号及び第２被測定光
信号を合波する光結合部５に入射されるようにしている。したがって、光結合部５にて合
波する第１被測定光信号及び第２被測定光信号の偏波方向は同一に揃えられている。この
ため、被測定光信号は、図示しない偏波コントローラを用い、波長分散を評価する対象の
光ファイバ伝送路を伝搬直後の被測定光信号の偏波を直線偏波とし、その偏光軸を入射光
ファイバ１の偏光軸（例えば、スロー軸）に揃えた後に、入射光ファイバ１に入射される
。また、プローブ経路結合用光ファイバ６、参照経路結合用光ファイバ７、プローブ出射
光ファイバ１１、参照出射光ファイバ１４に対しても、偏波保持光ファイバを用いても良
い。
【００９５】
　制御部１６は、光周波数掃引部１０から、掃引周波数制御線１８を介して入力される周
波数掃引周期の開始点を示すトリガ信号に同期し、光位相シフト部９に対して第１周期毎
に印加する位相シフト電圧を交互に変化させ、位相シフトを行わせるため、位相制御線１
７を介して光位相シフト部９へこの位相シフト電圧を供給する。



(21) JP 2011-106984 A 2011.6.2

10

20

30

40

50

　すなわち、測定周波数がｎ点である場合、ｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分を１つの周波数に
対して一対としているため、周波数掃引周期を２ｎで除算して得た第１周期毎に交互に電
圧を切り換える処理を上記トリガ信号に同期して行う。
　また、制御部１６は、プローブ検出信号線２０を介してプローブ光検出部１２から、こ
の第１周期に同期して、ｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分の干渉信号を交互に受信する。そして
、制御部１６は、この時系列に取得したｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分の干渉要素を一対とし
て、各周波数における分散パラメータを演算するためのパワースペクトルのデータとして
用いる。
　また、制御部１６は、参照検出信号線２１を介して参照光検出部１５から、この第１周
期に同期して、特定の周波数ν０のｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分の干渉信号を交互に受信す
る。そして、制御部１６は、この取得したｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分の干渉要素を一対と
して、特定の周波数ν０における分散パラメータを演算するためのパワースペクトルのデ
ータとして用いる。
【００９６】
　次に、制御部１６は、入力される干渉信号であるプローブ信号のレベルをパワースペク
トルとし、ｃｏｓ成分のパワースペクトルと、ｓｉｎ成分のパワースペクトルの自乗を求
め、式（１１）のパワースペクトルを得る。
　さらに、制御部１６は、式（１１）を変形した式（１３）により、周波数毎の一対のｃ
ｏｓ成分及びｓｉｎ成分のパワースペクトルを得て、式（１４）により、周波数毎の位相
の変化分Δφ（ν）を得ることができる。。
　同様に、制御部１６は、入力される干渉信号である参照信号のレベルをパワースペクト
ルとし、ｃｏｓ成分のパワースペクトルと、ｓｉｎ成分のパワースペクトルの自乗を求め
、式（１１）のパワースペクトルを得る。
　さらに、制御部１６は、式（１１）を変形した式（１３）により、特定の周波数ν０の
一対のｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分のパワースペクトルを得て、式（１４）により、特定の
周波数ν０のスペクトル位相の変化分Δφ（ν０）を得ることができる。
【００９７】
　そして、制御部１６は、各周波数のスペクトル位相の変化分Δφ（ν）から、同一の第
１周期にて取得した特定の周波数のスペクトル位相の変化分Δφ（ν０）を減算し、変化
分差分Δε（ν）を算出する。
　この変化分差分Δε（ν）における位相ゆらぎは、各周波数のスペクトル位相の変化分
Δφ（ν）から、同一の第１周期で得られた特定の周波数のスペクトル位相の変化分Δφ
（ν０）を減算して求められているので、式（１７）及び式（１８）に示すように、それ
ぞれの第１周期における位相ゆらぎの成分がキャンセルされて低減されている。
　また、周波数νが周波数ν０の際のスペクトル位相の変化分Δφ（ν）と、同一の第１
周期にて測定された特定の周波数ν０のスペクトル位相の変化分Δφ（ν０）とは同一の
値となる。このため、周波数νが周波数ν０の際のスペクトル位相の変化分Δφ（ν）か
ら求めた変化分差分Δε（ν）は「０」となる。
　制御部１６は、周波数νが周波数ν０の際の位相の変化分Δφ（ν０）における変化分
差分Δε（ν０）を基準として、この基準に対する相対的な位相の変化分として、各周波
数νにおける変化分差分Δδ（ν）を出力する。
　そして、制御部１６は、この位相の相対的な変化分である変化分差分Δε（ν）を、変
化分Δφ（ν）として式（５）に代入することにより、周波数νが周波数ν０の際のスペ
クトル位相の変化分Δφ（ν０）における変化分差分Δε（ν０）を基準とした周波数毎
の分散パラメータを算出する。
【００９８】
　上述したように、本実施形態においては、測定周波数の範囲における周波数の掃引の開
始を、光周波数掃引部１０から供給されるトリガ信号によって通知するものとする。
【００９９】
　また、制御部１６が第１周期の２ｎ倍を周波数掃引周期とし、この周波数掃引周期の開
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始を示すトリガ信号を生成し、光周波数掃引部１０へトリガ信号を出力し、測定周波数の
範囲において、周波数の掃引を制御する構成としても良い。
　また、周波数掃引周期を連続させず、周波数掃引周期の開始点及び終了点各々のトリガ
信号を用いることにより、開始点と終了点とを同時刻に設定する必要がなく、開始点と終
了点との間に周波数を掃引の初期値に戻す時間を設けることができる。このため、終了点
と開始点と同一の場合のように、開始点から初期値への変化を行うために、周波数の変化
する時間により、周波数掃引周期における最初の第１周期が短くなることが無くなり、測
定時間の制御をさらに高精度化することができる。
【０１００】
　次に、本実施形態における図２に示す波長分散測定装置の被測定光信号を測定する動作
を、図３を用いて説明する。図３は、光周波数掃引部１０の周波数掃引動作と、これに対
応した光位相シフト部９の位相シフトの動作と、制御部１６におけるプローブ光検出部１
２からの干渉信号のサンプリングとにおける動作のタイミングを示す波形図である。ここ
で、制御部１６は、プローブ光検出部１２から入力されるプローブ信号と、参照光検出部
１５から入力される参照信号とを、同一のタイミングで行う。このため、図３において、
サンプリングのタイミングチャートは、プローブ信号及び参照信号双方が同様である。
　すなわち、図３（ａ）は、縦軸が電圧であり、横軸が時間であり、光周波数掃引部１０
の出力するトリガ信号の出力タイミングを示す図である。この図３（ａ）において、光周
波数掃引部１０から出力されるトリガ信号のＨレベル（ＶＨ）およびＬレベル（ＶＬ）は
、各々ＴＴＬ制御（ＴＴＬ（Transistor Transistor Logic）インターフェースを用いた
制御）に適合するように設定される。
【０１０１】
　図３（ｂ）は、縦軸が周波数であり、横軸が時間であり、光周波数掃引部１０の掃引に
おいて出力する共振周波数の時間変化を示している。この図３（ｂ）において、ν１は掃
引開始の周波数（測定周波数の範囲における最低周波数）であり、ν２は掃引停止の周波
数（測定周波数の範囲における最大周波数）である。このため、周波数ν１から周波数ν

２が測定周波数の範囲、すなわち周波数を掃引する範囲となる。
　図３（ｃ）は、縦軸が電圧であり、横軸が時間であり、光位相シフト部９に印加する位
相差を第１周期で変化させる位相シフト電圧の波形を示す図である。位相シフト電圧Ｖ０

は位相差を０度（ｃｏｓ成分）とする際の電圧であり、位相シフト電圧Ｖ９０は位相差を
９０度（ｓｉｎ成分）とする際の電圧である。また、ｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分の位相シ
フト電圧を印加する時間は同一の周期、すなわち第１周期Δｔである。
　図３（ｄ）は、縦軸が電圧であり、横軸が時間であり、制御部１６がプローブ光検出部
１２からのプローブ信号と、参照光検出部１５からの参照信号とを、時系列データとして
受信するサンプリング周期のタイミングを示す図である。
　図３（ｃ）及び図３（ｄ）については、第１周期を明確に記載するため、図３（ａ）及
び図３（ｂ）の横幅の時間スケールを拡大し、一部の時間範囲のみを示している。
【０１０２】
　光周波数掃引部１０は、トリガ信号を発生し時間「Ｔｌ＋１－Ｔｌ」の周波数掃引周期
において、トリガ信号を制御部１６に対して出力するとともに、合波被測定光信号の周波
数分解を行うために、周波数ν１から周波数ν２までの周波数を線形に増加させる掃引の
処理を開始する。ここで、ユーザが実際の測定の前に掃引変化を測定し、時間に対する掃
引された周波数の線形性が達成されないことを検出した場合、掃引の周波数の校正を行い
、周波数掃引の非線形性を補正する。また、本実施形態において、低周波側から高周波側
への周波数の掃引を行っているが、高周波側から低周波側に周波数の掃引を行うよう構成
しても良い。また、タイミング制御は、ＴＴＬ制御に限るものではなく、例えばＣＭＯＳ
（Metal Oxide Semiconductor ）インターフェースを用いても良い。
　光周波数抽出部１５は、「Ｔｌ＋１－Ｔｌ」の周波数掃引周期において、固定された特
定周波数ν０の成分の抽出を行い、抽出した成分を参照光信号として参照光検出部１５に
対して出力する。



(23) JP 2011-106984 A 2011.6.2

10

20

30

40

50

【０１０３】
　制御部１６は、トリガ信号が供給されると、このトリガ信号に同期して、第１周期Δｔ
毎に光位相シフト部９へ位相シフト電圧Ｖ０と位相シフト電圧Ｖ９０とを交互に出力する
処理を開始する。本実施形態においては、位相シフト電圧Ｖ０から供給しているが、位相
シフト電圧Ｖ９０から供給するように構成しても良い。
　この結果、光位相シフト部９は、供給される位相シフト電圧Ｖ０と位相シフト電圧Ｖ９

０とにより、第２光ファイバ４を伝搬する第２被測定光信号の位相を０度または９０度に
変化させる。
　光検出部１１は、第１周期Δｔ毎に、各周波数におけるｃｏｓ成分の干渉要素を有する
成分被測定光信号と、ｓｉｎ成分の干渉要素を有する成分被測定光信号とを交互に干渉信
号として、制御部１６に対して供給する。
　プローブ光検出部１２は、第１周期Δｔ毎に、各周波数におけるｃｏｓ成分の干渉要素
を有する成分被測定光信号と、ｓｉｎ成分の干渉要素を有する成分被測定光信号とを交互
に干渉信号として、制御部１２に対して供給する。
　参照光検出部１５は、第１周期Δｔ毎に、特定周波数ν０におけるｃｏｓ成分の干渉要
素を有する成分被測定光信号と、ｓｉｎ成分の干渉要素を有する成分被測定光信号とを交
互に干渉信号として、制御部１６に対して供給する。
【０１０４】
　そして、制御部１６は、第１周期Δｔに同期して、例えば第１周期Δｔの中央部分にお
いて上記成分被測定光信号をサンプリングすることにより、交互に各周波数におけるｃｏ
ｓ成分の干渉要素を有する成分被測定光信号と、ｓｉｎ成分の干渉要素を有する成分被測
定光信号との干渉信号を一対として得ることができる。すなわち、第２被測定光信号の位
相を０度から９０度に変化させることで、一対のｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分の干渉要素を
得ることができる。これにより、測定周波数の範囲内にて、２ｎの第１周期Δｔから、各
周波数ν及び特定周波数νの各々のｎ個のｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分の干渉要素の対が得
られる。
　この結果、制御部１６は、すでに述べたように、位相の変化分Δφ（ν）と同一の第１
周期で測定した特定周波数ν０の位相の変化分Δ（ν０）を求める。そして、制御部１６
は、このスペクトル位相の変化分Δφ（ν）から、同一の第１周期で測定した特定周波数
ν０のスペクトル位相の変化分Δφ（ν０）を減算し、得られた差分である変化分差分Δ
δ（ν０）を、位相の変化分Δφ（ν）変えて、式（１４）に代入することにより分散パ
ラメータの算出を行う。
【０１０５】
　上述したように、制御部１６は、図３（ｄ）に示すサンプリング周期により、成分被測
定光信号の各周波数におけるスペクトルパワーおよびスペクトル位相の変化分を離散デー
タ、すなわち第１周期Δｔに対応したタイミングにて光周波数掃引部１０の出力する周波
数νにおける成分被測定信号をサンプリングしたプローブ信号と、光周波数抽出部１３の
出力する周波数ν０における被測定信号をサンプリングした参照信号とを取得する。
　このとき、光周波数掃引部１０は、位相シフト電圧を切り替える第１周期Δｔに対し、
周波数の変化量をゆるやかに変化させて掃引するので、ｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分の一対
の測定の間に生ずる周波数変化はわずかであり、データ一対間においては周波数一定とみ
なすことができる。
　例えば、ｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分の各々を交互に１０００点測定する場合、位相シフ
ト電圧の切り替えにともなう測定周波数の範囲における周波数変化は、周波数掃引の全範
囲の１／２０００にすぎない。周波数掃引周期Ｔｌ＋１－Ｔｌが１ｓ（秒）であるならば
、位相シフト電圧の切替え時間である第１周期Δｔは０．５ｍｓとなる。
　制御部１６は、成分被測定光信号のサンプリング周期を、第１周期と同様に０．５ｍｓ
とし、データのサンプリングタイミングは位相シフト電圧の切替えに同期させる。ここで
、サンプリングタイミングは、確実に成分被測定光信号をサンプリングできるように、位
相シフト電圧の変化タイミングに対して、例えばΔｔ／２遅延させる。
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【０１０６】
　２０００点の成分被測定光信号のサンプリングを、交互に１０００点ずつｃｏｓ成分お
よびｓｉｎ成分のサンプリングに割り当てることになる。これにより、直交二成分のサン
プリングの間隔（サンプリング間隔＝第１周期×２）は、周波数掃引の全範囲（周波数の
測定範囲）の１／１０００となる。サンプリング点数を固定すると、光位相シフト部９の
出力する位相シフト電圧と、成分被測定光信号のサンプリング周期は周波数掃引周期に比
例する。すなわち、第１周期Δｔは、測定する周波数の分解能に対応した周波数の数によ
り周波数掃引周期を除算することにより求められる。
　したがって、周波数掃引周期を短縮すると、サンプリング周期はそれに応じて短くなる
。なお、スペクトル形状が複雑な場合、サンプリング点数をさらに増化させ、分解能を向
上させる必要がある。この分解能を向上させる場合にも、同一の周波数掃引周期の場合に
はサンプリング周期は短くなる。
【０１０７】
　また、被測定光信号は１００ＧＨｚ間隔のＩＴＵグリッドに従うものとして、周波数掃
引範囲ν２－ν１を１００ＧＨｚとする。例えば、被測定光信号がＩＴＵグリッドのＣバ
ンド３１番チャンネルに割り当てられている場合、周波数ν１および周波数ν２は各々１
９３．０５ＴＨｚおよび１９３．１５ＴＨｚとなる。
　プローブ信号及び参照信号毎のｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分の各々を１０００点ずつ取得
するものとし、直交二成分のサンプリング間隔、すなわち第１周期Δｔの２倍の周期とし
て１００ＭＨｚと設定する。
　スペクトル位相の変化分Δφ（ν）の測定精度を向上させるため、各サンプリング点で
の位相を精度良く求める必要がある。このため、光周波数掃引部１０でのバンドパス周波
数幅は、上記サンプリング間隔の半分以下の狭さとすることが好ましい。
　バンドパス周波数幅が狭いほど、周波数分解の分解能を高くすることができ、周波数に
対するスペクトル位相の変化分Δφ（ν）を、高い精度により測定することができる。
　ただし、バンドパス周波数幅を狭くすることにより、プローブ光検出部１２に入射する
光量が減少し、測定ノイズの影響が強くなる。
【０１０８】
　本実施形態においては、バンドパス周波数幅をサンプリング周波数の１／４、すなわち
２５ＭＨｚとする。このとき、光周波数掃引部１０に用いるバンドパス光フィルタのフィ
ネスは、ピーク間隔を透過ピークの半値全幅で割った値、すなわち４０００となる。
　ヘテロダインスペクトル干渉計を用いで位相ゆらぎを測定すると、干渉計の経路に使用
する光ファイバ長が１ｍ程度であると、位相が１８０度程度ゆらぐのに要する時定数は５
ｓ程度である。したがって、周波数掃引周期が１secに設定されている場合、干渉計の位
相ゆらぎの影響は少ないと予想される。
　測定精度を向上させるために位相ゆらぎをさらに低減する必要がある場合、周波数掃引
周期をさらに短くすればよい。例えば、周波数掃引周期を約０．１secにまで短縮するこ
とにより、周波数分散における位相ゆらぎの影響を無視することができる。
【０１０９】
　また、本実施形態において、光周波数掃引部１０が線形に周波数を掃引するとして説明
したが、一対となるｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分のサンプリングを行う期間、掃引が停止さ
れ、直交二成分が測定される期間同一の周波数とするよう、ステップ状に掃引を行うよう
にしても良い。
　この構成であれば、一対のｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分間において、周波数変動が無く、
干渉信号の測定精度を向上させ、スペクトル位相の変化分Δφ（ν）を高い精度にて求め
ることができる。
【０１１０】
　上述した構成によれば、偏波保持特性を有する光ファイバを用いて干渉計を構成して、
直交二成分を安定した状態にて維持するため、従来のように空間光学系を用いて干渉計を
構成する必要がないため、空間光学系において必要とされていた部品を空間的に配置する
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必要性がなく、構造をより簡易化して装置を小型化することができる。
　さらに、空間光学系を用いることなく干渉計を構成しているため、光ファイバと空間光
学系との間において光の入出力における光損失が発生することがなく、光の強度の低下を
抑制し、測定感度を維持して、波長分散を測定することができる。
　また、周波数掃引周期における各周波数の位相の変化分Δφ（ν）から、同一の第１周
期で測定した特定周波数ν０の位相の変化分Δφ（ν０）を減算し、得られた差分である
変化分差分Δδ（ν０）により、分散パラメータの算出を行うため、直接に各周波数のス
ペクトル位相の変化分Δφ（ν）を測定する場合に比較して位相ゆらぎを低減させ、位相
ゆらぎの影響を低減して安定した分散パラメータを求めることができる。
【０１１１】
＜第２の実施形態＞
　次に、第２の実施形態による波長分散測定装置の説明を行う。第２の実施形態は、第１
の実施形態と同様の構成であるが、図２の構成において、制御部１６に並列に設けた２つ
の受信ポートにより、ｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分を、並列に受信する構成を有している。
　図４は、光周波数掃引部１０の周波数掃引動作と、これに対応した光位相シフト部９の
位相シフトの動作と、制御部１６におけるプローブ光検出部１２から出力されるプローブ
信号と、参照光検出部１５から出力される参照信号とのサンプリングを行う動作のタイミ
ングを示す波形図である。ここで、制御部１６は、プローブ光検出部１１から入力される
プローブ信号と、参照光検出部１５から入力される参照信号とを、同一のタイミングで入
力する。このため、図４において、サンプリングのタイミングチャートは、プローブ信号
及び参照信号双方が同じになる。
【０１１２】
　図４（ａ）は、縦軸が電圧であり、横軸が時間であり、光周波数掃引部１０の出力する
トリガ信号の出力タイミングを示す図である。この図４（ａ）において、光周波数掃引部
１０から出力されるトリガ信号のＨレベルおよびＬレベルは、各々ＴＴＬ制御に適合する
ように設定される。
　図４（ｂ）は、縦軸が周波数であり、横軸が時間であり、光周波数掃引部１０の掃引に
おいて出力する共振周波数の時間変化を示している。この図４（ｂ）において、ν１は掃
引開始の周波数（測定周波数の範囲における最低周波数）であり、ν２は掃引停止の周波
数（測定周波数の範囲における最大周波数）である。
　図４（ｃ）は、縦軸が電圧であり、横軸が時間であり、光位相シフト部９に印加する位
相差を第１周期で変化させる位相シフト電圧の波形を示す図である。位相シフト電圧Ｖ０

は位相差を０度（ｃｏｓ成分検出モード）とする際の電圧であり、位相シフト電圧Ｖ９０

は位相差を９０度（ｓｉｎ成分検出モード）とする際の電圧である。また、ｃｏｓ成分及
びｓｉｎ成分の位相シフト電圧を印加する時間は同一の周期、すなわち第１周期Δｔであ
る。
　図４（ｄ）は、縦軸が電圧であり、横軸が時間であり、制御部１６がプローブ光検出部
１２から出力されるプローブ信号と光周波数抽出部１３から出力される参照信号とを、受
信ポートＰ１、受信ポートＰ２から並列に時系列データとして受信するサンプリング周期
のタイミングを示す図である。本実施形態においては、受信ポートＰ１がｃｏｓ成分の成
分被測定光信号と、ｃｏｓ成分の特定周波数ν０の参照信号とを受信し、受信ポートＰ２
がｓｉｎ成分の成分被測定光信号と、ｓｉｎ成分の特定周波数ν０の参照信号とを受信す
る。
　図４（ｃ）及び図４（ｄ）については、第１周期を明確に記載するため、図４（ａ）及
び図４（ｂ）の横幅の時間スケールを拡大し、一部の時間範囲のみを示している。
【０１１３】
　制御部１６は、プローブ光検出部１２から、位相シフト電圧Ｖ０を出力しているとき、
受信ポートＰ１によりｃｏｓ成分の成分被測定光信号と、ｃｏｓ成分の特定周波数ν０の
参照信号とを受信し、位相シフト電圧Ｖ９０を出力しているとき、受信ポートＰ２により
ｓｉｎ成分の成分被測定光信号と、ｓｉｎ成分の特定周波数ν０の参照信号とを受信する
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。
　第２の実施形態も、第１の実施形態と同様に、周波数掃引周期はｃｏｓ成分及びｓｉｎ
成分の各々を１０００点ずつ取得するものとする。周波数掃引周期は、第１の実施形態と
同様に１ｓ、位相シフト電圧の切替え時間である第１周期Δｔは、０．５ｍsecとなる。
受信ポートＰ１及び受信ポートＰ２の各々のサンプリング周期は１ｍsecであり、受信ポ
ートＰ１及び受信ポートＰ２の間においては、サンプリングタイミングは０．５ｍsecず
れることになる。
【０１１４】
　制御部１６では、Ａ／Ｄ（アナログ／デジタル）変換を行い、プローブ光検出部１２か
ら干渉信号であるプローブ信号と、参照光検出部１５から干渉信号である参照信号との各
々の電圧レベルをデジタルデータとして取得する。制御部１６は、プローブ信号をＡ／Ｄ
（アナログ／デジタル）変換処理するＡ／Ｄ変換回路と、参照信号をＡ／Ｄ変換処理する
Ａ／Ｄ変換回路とを独立して有している。
　したがって、制御部１６におけるプローブ信号用及び参照信号用のＡ／Ｄ換回路それぞ
れの動作速度が、サンプリング周期を短縮したい場合の制限要因となる可能性がある。し
かし、本実施形態では、受信ポートＰ１及び受信ポートＰ２の二系統受信を採用すること
により、各受信ポートのサンプリング速度が１ポートのみで受信する場合の半分となるた
め、Ａ／Ｄ変換回路の動作速度の制限を２倍に上昇させることができる。この場合、制御
部１６は、受信ポートＰ１から入力されるプローブ信号をＡ／Ｄ変換処理するＡ／Ｄ変換
回路と、受信ポートＰ１から入力される参照信号をＡ／Ｄ変換処理するＡ／Ｄ変換回路と
、受信ポートＰ２から入力されるプローブ信号をＡ／Ｄ変換処理するＡ／Ｄ変換回路と、
受信ポートＰ２から入力される参照信号をＡ／Ｄ変換処理するＡ／Ｄ変換回路との４個の
Ａ／Ｄ変換回路を有している。受信ポートＰ１及び受信ポートＰ２は、それぞれプローブ
信号及び参照信号との２系統、すなわち２個の受信ポートを有している。
　また、１つの受信ポートにおいて、ｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分の各々の測定タイミング
を交互に振り分ける必要が無くなるため、データ処理プログラムが簡単になり、データ処
理速度を向上させることができる。
【０１１５】
＜第３の実施形態＞
　次に、第３の実施形態による波長分散測定装置の説明を行う。第３の実施形態は、第１
の実施形態または第２の実施形態と同様の構成であるが、位相シフト電圧を供給する期間
（第１周期）をｃｏｓ成分を測定する場合と、ｓｉｎ成分とを測定する場合とで異なる長
さの時間に設定している。
　すなわち、光周波数掃引部１０から出力される成分被測定光信号の測定において、プロ
ーブ光検出部１２から制御部１６へ入力されるスペクトル位相の変化分Δφ（ν）を求め
る一対となる、参照信号におけるｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分を、サンプリング周期におい
て同一の時間幅にて測定する必要はない。同様に、参照光検出部１５から制御部１６へ入
力される特定周波数ν０のスペクトル位相の変化分Δφ（ν０）を求める一対となるｃｏ
ｓ成分及びｓｉｎ成分を、サンプリング周期において同一の時間幅にて測定する必要はな
い。
【０１１６】
　制御部１６がｃｏｓ成分、ｓｉｎ成分の順番に、直交２成分各々のプローブ信号をプロ
ーブ光検出部１２から取得し、かつｃｏｓ成分、ｓｉｎ成分の順番に、直交二成分各々の
参照信号を参照光検出部１５から取得する場合、第１の実施形態におけるｃｏｓ成分及び
ｓｉｎ成分の一対のサンプリング周期をそのままとし、光位相シフト部９に供給する位相
シフト電圧を印加する時間幅を、ｃｏｓ成分の測定時間を短縮し、この短縮した時間をｓ
ｉｎ成分の測定時間に加える。
　これにより、プローブ信号及び参照信号の各々の一対となるｃｏｓ成分とｓｉｎ成分と
の測定間隔を短くし、ｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分の時系列の切り替えに伴う周波数の変化
量を低減し、測定の周波数精度を向上させることができる。
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　したがって、周波数単位において測定するスペクトル位相の変化分Δφ（ν）及び変化
分Δφ（ν０）の測定精度を向上させ、分散パラメータを高い精度で求めることができる
。
【０１１７】
　第１の実施形態における図３（ｄ）及び第２の実施形態における図４（ｄ）の波形図で
は、プローブ信号及び参照信号の各々の直交二成分の一対となるｃｏｓ成分とｓｉｎ成分
とを取得するサンプリング周期は２Δｔとなる。ｃｏｓ成分測定において、制御部１６が
光位相シフト部９に対して位相シフト電圧Ｖ０を印加する時間をΔｔ－δとし、位相シフ
ト電圧Ｖ９０を印加する時間をΔｔ＋δとする。これにより、直交二成分の一対となるｃ
ｏｓ成分とｓｉｎ成分とを取得するサンプリング周期は２Δｔと、第１の実施形態及び第
２の実施形態と同様となる。また、位相シフト電圧を印加した後、制御部１６がサンプリ
ングを行うまでの時間、すなわち測定時間の開始から制御部１６が干渉信号であるプロー
ブ信号及び参照信号をサンプリングするまでの時間を、ｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分ともに
、時間δ０とする。ここで、Δｔ－δ、Δｔ＋δ及びδ０に対して、以下の式（１９）に
示す関係となる。
【０１１８】
【数１９】

【０１１９】
　したがって、プローブ信号及び参照信号の各々の直交二成分の一対となるｃｏｓ成分と
ｓｉｎ成分とに位相シフト電圧を印加する時間の和は２Δｔとなり、直交二成分のサンプ
リング周期は、第１の実施形態及び第２の実施形態と同様となる。
　δ及びδ０をどのように設定するかについては、周波数分解能をどの程度にするかのサ
ンプリング条件、光位相シフト部９の位相シフト電圧を変化してから位相を実際に変化さ
せるまでの応答時間及びプローブ光検出部１２及び参照光検出部１５からの電圧信号のサ
ンプリングを行うＡ／Ｄ変換回路の動作周波数によって決定されることになる。
　なお、上述したサンプリング条件（周波数掃引周期１Ｓ、直交二成分のデータ点数１０
００）において、ｃｏｓ成分からｓｉｎ成分への切り替え時間を１／１０以下に短縮する
ことは市販の位相シフタと、Ａ／Ｄ変換回路を用いて対応することが可能である。
【０１２０】
＜第４の実施形態＞
　次に、第４の実施形態による波長分散測定装置の説明を行う。図５は第４の実施形態の
構成例を示すブロック図である。第１の実施形態と同様の構成については同一の符号を付
し、第１の実施形態と異なる構成について以下に説明する。
　第１光ファイバ３と第２光ファイバ４との光路長差を解消する光遅延部８及び被測定光
信号の位相をシフトする光位相シフト部９を用いる場合、第１の実施形態の場合には光遅
延部８及び光位相シフト部９の各々を異なる光ファイバに接続している。
【０１２１】
　図２に示す第１の実施形態の構成との対比から判るように、光遅延部８及び光位相シフ
ト部９の各々を異なる光ファイバに設ける必要は無いため、第４の実施形態においては、
光遅延部８及び光位相シフト部９とを合体させて一体化し、光遅延部８の光の伝搬を遅延
させる機能と、光位相シフト部９の光の位相差をシフトさせる機能とを有する光遅延・光
位相シフト部４７を、第１光ファイバ３または第２光ファイバ４のいずれか一方に設ける
構成としている。第１光ファイバ３または第２光ファイバ４のいずれか一方が他方より光
路長が短い場合、一方に光遅延・光位相シフト部４７設けて、他方に対する光路長差を補
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正する。これにより、光遅延部８及び光位相シフト部９とを一体化した光遅延・光位相シ
フト部４７を用いて、第１の実施形態に比較して装置をより小型化することができる。
　また、光遅延部８及び光位相シフト部９とを合体させて一体化することにより、光遅延
部８と光位相シフト部９とを分離して同一の光ファイバに設ける場合に比較して、光ファ
イバに発生する残留反射光を低減することができる。このため、第１の実施形態において
示した残留反射光の共振によるスペクトルリップルを、より低いレベルに抑制することが
できる。
【０１２２】
＜第５の実施形態＞
　次に、第５の実施形態による波長分散測定装置の説明を行う。第５の実施形態による波
長分散測定装置は、図２に示す第１の実施形態、あるいは図５に示す第４の実施形態のい
ずれの構成においても実施することが可能であり、以下図２を用いて説明する。
　第５の実施形態が第１の実施形態と異なる点は、第１の実施形態がプローブ光検出部１
２からの干渉信号であるプローブ信号と、参照光検出部１５からの干渉信号である参照信
号とのサンプリングを、ｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分の一対を同一の周波数掃引周期におい
て時系列的行うのに対し、第５の実施形態においては、２つの周波数掃引周期を用いて、
一方の周波数掃引周期においてｃｏｓ成分のプローブ信号及び参照信号のサンプリングを
行い、他方の周波数掃引周期においてｓｉｎ成分のプローブ信号及び参照信号の干渉信号
のサンプリングを行う構成としたことである。ここで、制御部１６は、プローブ光検出部
１１から入力されるプローブ信号と、参照光検出部１５から入力される参照信号とを、同
一のタイミングで行う。このため、図６において、サンプリングのタイミングチャートは
、プローブ信号及び参照信号双方が同様である。
【０１２３】
　したがって、制御部１６は、２つの周波数掃引周期において、光周波数掃引部１０の出
力するトリガ信号に同期して、ｃｏｓ成分を測定する周波数掃引周期の間、光位相シフト
部９に対して位相シフト電圧Ｖ０を供給し、ｓｉｎ成分を測定する周波数掃引周期の間、
光位相シフト部９に対して位相シフト電圧Ｖ９０を供給する。ここで、ｃｏｓ成分及びｓ
ｉｎ成分のプローブ信号及び参照信号を検出する周波数掃引周期の長さは同一である。し
たがって、制御部１２が光位相シフト部８に対し、位相シフト電圧Ｖ０を供給する期間と
、位相シフト電圧Ｖ９０を供給する期間とが、第１周期Δｔとして同一である。
　本実施形態の場合、上述したように、同一の位相シフト電圧が印加される第１周期Δｔ
と、周波数掃引周期とは等しい。すなわち、Ｔｌ＋１－Ｔｌ＝Ｔｌ＋２－Ｔｌ＋１＝Δｔ
である。
【０１２４】
　図６は、光周波数掃引部９の周波数掃引動作と、これに対応した光位相シフト部９の位
相シフトの動作と、制御部１６におけるプローブ光検出部１２からのプローブ信号及び参
照光検出部１５からの参照信号のサンプリングとにおける動作のタイミングを示す波形図
である。
　図６（ａ）は、縦軸が電圧であり、横軸が時間であり、光周波数掃引部１０の出力する
トリガ信号の出力タイミングを示す図である。この図６（ａ）において、光周波数掃引部
１０から出力されるトリガ信号のＨレベルおよびＬレベルは、各々ＴＴＬ制御に適合する
ように設定される。
【０１２５】
　図６（ｂ）は、縦軸が周波数であり、横軸が時間であり、光周波数掃引部１０の掃引に
おいて出力する共振周波数の時間変化を示している。この図６（ｂ）において、ν１は掃
引開始の周波数（測定周波数の範囲における最低周波数）であり、ν２は掃引停止の周波
数（測定周波数の範囲における最大周波数）である。
　図６（ｃ）は、縦軸が電圧であり、横軸が時間であり、光位相シフト部９に印加する位
相差を第１周期で変化させる位相シフト電圧の波形を示す図である。位相シフト電圧Ｖ０

は位相差を０度（ｃｏｓ成分検出モード）とする際の電圧であり、位相シフト電圧Ｖ９０
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は位相差を９０度（ｓｉｎ成分検出モード）とする際の電圧である。また、ｃｏｓ成分及
びｓｉｎ成分の位相シフト電圧を印加する時間は同一の周期、すなわち第１周期Δｔであ
る。本実施形態においては、周波数掃引周期（Ｔｌ＋１－Ｔｌ、Ｔｌ＋２－Ｔｌ＋１）と
、第１周期とが同一の長さとなっている。
【０１２６】
　図６（ｄ）は、縦軸が電圧であり、横軸が時間であり、制御部１６が光検出部１１から
の干渉信号を、制御部１６が周波数掃引周期毎に、ｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分のいずれか
の干渉信号を受信するサンプリング周期のタイミングを示す図である。本実施形態におい
ては、２つの周波数掃引周期において、ｃｏｓ成分を最初の周波数掃引周期、ｓｉｎ成分
を後の周波数掃引周期でサンプリングし、同一周波数の干渉信号を一対の直交二成分のデ
ータとしている。ここで、制御部１６は、ｃｏｓ成分の干渉成分の周波数分解を行う周波
数掃引周期と、ｓｉｎ成分の干渉成分の周波数分解を行う周波数掃引周期との各々におい
て、同一の測定周波数（周波数分解能に対応させる）となる周期を、予め測定周期（サン
プリング周期）として設定し、この設定した測定周期においてｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分
のサンプリングを行う。
　図６（ｃ）及び図６（ｄ）については、第１周期を明確に記載するため、図６（ａ）及
び図６（ｂ）の横幅の時間スケールを拡大し、一部の時間範囲のみを示している。
【０１２７】
　本実施形態においては、ｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分のプローブ信号及び参照信号各々を
異なる周波数掃引周期において、同一サンプリング周期により測定するため、第１の実施
形態のように、光位相シフト部９における位相差の相互切替に伴うことによる周波数変化
が発生せず、ｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分の干渉信号を同一の周波数において得られ、測定
されるスペクトル位相の変化分Δφ（ν）、Δφ（ν０）の測定精度を向上させることが
できる。
　しかしながら、第１光ファイバ３と第２光ファイバ４とが装置の振動に伴った微小伸縮
を起こすことにより、周波数掃引毎に第１光ファイバ３と第２光ファイバ４との光路長差
が変動し、第１光ファイバ３と第２光ファイバ４との位相差が０度あるいは９０度から外
れてしまう。この結果、ｃｏｓ成分及びｓｉｎ成分の直交性が低下し、スペクトル位相の
変化分Δφ（ν）、Δφ（ν０）の測定精度を低下させることになる。このため、第１光
ファイバ３と第２光ファイバ４との光路長が時間的に変化しないように、第１光ファイバ
３及び第２光ファイバ４の振動に対する安定度を高める必要がある。
【０１２８】
＜第６の実施形態＞
　次に、第６の実施形態による波長分散測定装置の説明を行う。第６の実施形態による波
長分散測定装置は、第１の実施形態から第５の実施形態のいずれの構成においても実施す
ることが可能であり、以下図２を用いて説明する。
　第６の実施形態は、図２における光周波数掃引部１０及び光周波数抽出部１３に入射さ
れる合波被測定光信号の偏光方向を、光周波数掃引部１０及び光周波数抽出部１３におけ
るバンドパス光フィルタの偏光軸に一致する制御を行い、スペクトル分解特性を向上させ
る構成となっている。以下の説明において、第１の実施形態から第５の実施形態と異なる
構成のみの説明を行う。
　光周波数掃引部１０及び光周波数抽出部１３には、周波数に対する分解能を向上させる
ため、バンドパス周波数幅が狭く、フィネスが高いバンドパス光フィルタを用いる。
　このバンドパス光フィルタの一例として、光ファイバ中にＱ値の高い共振器を設けて構
成された光素子がある。
【０１２９】
　このように、バンドパス光フィルタ自身が光ファイバで構成されていると、すでに説明
した実施形態１から実施形態５の波長分散測定装置の構成をさらに小型化かつ軽量化する
のに有利となる。
　一方、バンドパス光フィルタにおいて、偏波保持光ファイバを用いず、偏波非保持光フ
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ァイバ（以下、光ファイバ）を用いた場合、固定状態などにより光ファイバに対して歪が
印加されると、入射する光の偏光方向に対して屈折率が異なる偏光依存性が発生する。こ
の結果、バンドパス光フィルタにおいて、偏光方向によってバンドパス周波数幅が拡がっ
たり、バンドパス周波数帯が単一でなく偏光方向に依存して複数存在するという問題が発
生する。
【０１３０】
　このバンドパス光フィルタに偏光依存性が発生する問題を解決するため、バンドパス光
フィルタで構成された光周波数掃引部１０及び光周波数抽出部１３の前段に偏波コントロ
ーラを設け、入射する光の偏光方向がバンドパス光フィルタを構成する光ファイバの特定
の偏光軸に一致するように調節し、偏光依存性を解消する構成とすればよい。ここでは、
偏波コントローラは、入射される合波被測定光信号の偏光方向を、バンドパス光フィルタ
に用いる光ファイバのスロー軸に一致させるものとする。
　図７に、入射する光の偏光方向がバンドパス光フィルタを構成する光ファイバの単一の
偏光軸（例えば、スロー軸）に一致するように調節するための構成例を示す。図７におけ
る光ファイバ８１は図２のプローブ経路結合用光ファイバ６に対応し、図７における８４
を光周波数掃引部とした場合は、図２の光周波数掃引部１０に対応し、図７における光フ
ァイバ８５は偏波非保持光ファイバであり、図２のプローブ出射光ファイバ１１に対応し
ている。また、８４を光周波数抽出部とした場合は、図２の光周波数抽出部１３に対応し
、図７における光ファイバ８５は偏波非保持光ファイバであり、図２の参照出射光ファイ
バ１４に対応している。
【０１３１】
　本実施形態においては、偏光を制御する目的のため、図７の入射側の光ファイバ８１及
び接続光ファイバ８３は偏波保持光ファイバとする。偏波コントローラ８２は、入射端に
対して光ファイバ８１の出射端が接続され、出射端に接続光ファイバ８３の入射端が接続
されている。また、偏波コントローラ８２は、光ファイバ８１を介して入射される合波被
測定光信号の偏光方向を光周波数掃引部８４におけるバンドパス光フィルタを構成する光
ファイバのスロー軸に一致させた後、接続光ファイバ８３に対して出射する。
　これにより、光周波数掃引部８４（あるいは光周波数抽出部）は、接続光ファイバ８３
を介して、内部のバンドパス光フィルタを構成する光ファイバのスロー軸に偏光特性が一
致した合波被測定光信号を光結合部５から入射する。
　そして、８４が光周波数掃引部の場合、光周波数掃引部８４は、測定周波数の範囲にお
いてバンドパス周波数幅を掃引することにより、合波被測定光信号を周波数分解して、成
分被測定光信号として、光ファイバ８５を介してプローブ光検出部１２に対して出射する
。
　また、８４が光周波数抽出部の場合、光周波数抽出部は、測定周波数の範囲においてバ
ンドパス周波数幅を掃引することにより、合波被測定光信号の特定周波数の成分を抽出し
て、成分被測定光信号として、光ファイバ８５を介して参照光検出部１５に対して出射す
る。
【０１３２】
　上述したように、偏波コントローラ８２が合波被測定光信号の偏光方向を、光周波数掃
引部８４（あるいは光周波数抽出部）におけるバンドパス光フィルタを構成する光ファイ
バの偏光軸に合わせることにより、偏光方向によるスペクトル分解特性の劣化を防止する
ことができ、周波数分解特性の精度を向上させることができる。
【０１３３】
　なお、光周波数掃引部８４（あるいは光周波数抽出部）におけるバンドパス光フィルタ
を構成する光ファイバが偏波保持光ファイバである場合、光ファイバ８１を偏波保持光フ
ァイバとすることにより、偏波コントローラ８２を省略することができる。すなわち、入
射側の光ファイバ８１の偏光方向と、光周波数掃引部８４（あるいは光周波数抽出部）に
おけるバンドパス光フィルタを構成する光ファイバとの偏光方向とを揃えて、直接に接続
すればよい。
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　以上により、波長分散測定装置の全ての光の伝送経路を光ファイバベースとする光部品
で構成する場合において、光周波数掃引部８４（あるいは光周波数抽出部）における周波
数分解（スペクトル分解特性）の精度の劣化を防止することができる。
【０１３４】
＜第７の実施形態＞
　次に、第７の実施形態による波長分散測定装置の説明を行う。図８は、第１の実施形態
から第６の実施形態のいずれかによる波長分散測定装置を用いて、光ファイバ伝送路を伝
搬する光パルスの分散パラメータを測定する測定方法を説明する図である。この図におい
て、波長分散測定装置６６が、第１の実施形態から第６の実施形態のいずれかによる波長
分散測定装置である。
　モニタ用光分岐部６２は、光ファイバ伝送路６１の経路中において、波長分散を評価す
る位置に配置され、光ファイバ伝送路６１に伝搬する光パルスを被測定信号として抽出し
、モニタ用光ファイバ６３を介して偏波コントローラ６４へ出射する。
【０１３５】
　このとき、モニタ用光分岐部６２は、光ファイバ伝送路６１における伝搬に影響を与え
てしまう程に減衰させないように、光ファイバ伝送路６１において伝搬する光パルスのパ
ワーの一部を抽出する。本実施形態において、モニタ用光分岐部６２は、光ファイバ伝送
路６１に伝搬される光パルスのパワーの一部、例えば１０％を被測定光信号として、モニ
タ用光ファイバ６３に分岐させる。すなわち、モニタ用光分岐部６２の分岐によって、光
ファイバ伝送路６１を伝搬する光パルスと、モニタ用光ファイバ６３を伝搬する被測定光
信号とのパワー分岐比は９：１となる。モニタ用光ファイバ６３には、例えば、標準分散
の単一モード光ファイバを用いる。
【０１３６】
　偏波コントローラ６４は、被測定光信号の偏波状態を直線偏波とし、その偏光軸を入射
用光ファイバ６５（図２または図５の入射光ファイバ１）の偏光軸（例えば、スロー軸）
に揃えた後に、入射用光ファイバ６５に被測定光信号を出射する。
　入射用光ファイバ６５は、偏波保持光ファイバが用いられており、偏光軸が波長分散測
定装置６６内部の偏波保持光ファイバ（第１光ファイバ３、第２光ファイバ４）との偏光
軸に揃える。
【０１３７】
　以上により、本実施形態においては、光ファイバ伝送路６１における波長分散を測定す
る際、実際に光ファイバ伝送路６１を伝搬する光パルスを利用して波長分散の測定を行う
ため、従来のように専用の光源を用意し、この光源から測定用の光パルスを光ファイバ伝
送路６１の入射端から入射し、光ファイバ伝送路６１の出射端から出力される測定用の光
パルスを取り出し、この測定用の光パルスを取り出して波長分散の測定を行う必要が無く
なる。
　光ファイバ伝送路６１の全体における波長分散の測定だけでなく、光ファイバ伝送路６
１の任意の位置にて、その位置までの距離の波長分散を測定することができ、波長分散の
測定位置の自由度を向上させることができる。
　また、空間光学系を用いていないため、装置自体が小型化でき、装置を携帯して任意の
光ファイパ伝送路の任意の個所において、情報を伝送する役割を担って伝搬する光パルス
を用い、この光パルスをモニタするため、特に測定用の光源を必要とすることなく、微小
周波数シフトに対するスペクトル位相の変化分Δφ（ν）、Δφ（ν０）を測定すること
により、光ファイバ伝送路６１の波長分散を評価することができる。
【０１３８】
＜第８の実施形態＞
　次に、第８の実施形態による波長分散測定装置の説明を行う。図９は、第１の実施形態
から第６の実施形態のいずれかによる波長分散測定装置を用いて、光部品を伝搬する光パ
ルスの分散パラメータを測定する測定方法を説明する図である。この図において、波長分
散測定装置７８が、第１の実施形態から第６の実施形態のいずれかによる波長分散測定装
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置である。
　本実施形態において、被測定対象の光部品の波長分散を測定する際、測定用の特別な光
源を用意するのではなく、通常、情報伝達のために伝送する光パルスを光ファイバ伝送路
に出力する光送信機を、光源７１として用いる。このように、光源７１は光ファイバ伝送
路に用いられる光源であり、本実施形態においては、干渉信号を光パルスに変換する光ト
ランシーバを用いる。光源７１は、入射用光ファイバ７２に対して光パルスを被測定光信
号として出射する。
【０１３９】
　入射用光ファイバ７２は、被測定対象７４としての光部品が配置される光ファイバ伝送
路に用いられるのと同様の光ファイバにより構成する。この入射用光ファイバ７２には、
入射光制御部７３が介挿されている。
　入射光制御部７３は、入射用光ファイバ７２を伝搬する被測定光信号のパワー及び偏光
状態を制御し、入射用光ファイバ７２を介して、制御後の被測定光信号を被測定対象７４
の入射端に対して出射する。
　被測定光信号のパワーを制御することにより、被測定対象７４における波長分散のパワ
ー依存性、すなわち波長分散の程度とパワーとの関係を測定して評価することができる。
また、被測定光信号の偏光状態を制御することにより、波長分散の偏光状態依存性、すな
わち偏光状態と波長分散の程度との関係を測定して評価することができる。
【０１４０】
　被測定対象７４は、出射端に出射用光ファイバ７５の一端が接続され、入射端から入射
された被測定光信号を出射端から出射用光ファイバ７５に対して出射する。
　出射用光ファイバ７５は、被測定対象７４としての光部品が配置される光ファイバ伝送
路に用いられるのと同様の光ファイバにより構成する。
　偏波コントローラ７６は、入射端に出射用光ファイバ７５の他端が接続され、被測定対
象７４からの被測定光信号が入射される。また、偏波コントローラ７６は、出射端に入射
用光ファイバ７７の一端が接続されている。この入射用光ファイバ７７は、偏波保持光フ
ァイバが用いられており、偏光軸が波長分散測定装置７８内部の偏波保持光ファイバ（第
１光ファイバ３、第２光ファイバ４）との偏光軸に揃える。
【０１４１】
　偏波コントローラ７６は、被測定光信号の偏波状態を直線偏波とし、その偏光軸を入射
用光ファイバ７７（図２または図５の入射光ファイバ１）の偏光軸（例えば、スロー軸）
に揃えた後に、入射用光ファイバ７７に被測定光信号を出射する。
　また、被測定対象７４としては反射型の光部品であっても良い。反射型の光部品である
場合、被測定対象７４における入射端と出射端とは同一となり、被測定対象７４への入射
用光ファイバ７２と、被測定対象７４からの出射用光ファイバ７５とはサーキュレータを
介して接続することになる。
【０１４２】
　上述のように、空間光学系を使用せずに、装置を小型化することができ、装置を携帯し
ていずれの場所においても、被測定対象とする光部品内を伝搬した光信号を被測定光信号
とし、微小周波数シフトに対するスペクトル位相の変化分Δφ（ν）、Δφ（ν０）を測
定することにより、実際に光部品内を伝搬する光パルスを用いて測定対象とする光部品の
波長分散を評価することができる。
【０１４３】
　以上、この発明の実施形態を図面を参照して詳述してきたが、具体的な構成はこの実施
形態に限られるものではなく、この発明の要旨を逸脱しない範囲の設計等も含まれる。
【符号の説明】
【０１４４】
１…入射光ファイバ、　２…光分岐部、　３…第１光ファイバ、　４…第２光ファイバ、
　５…光結合部、　６…プローブ経路結合用光ファイバ、　７…参照経路結合用光ファイ
バ、　８…光遅延部、　９…光位相シフト部、　１０，８４…光周波数掃引部、　１１…
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プローブ出射光ファイバ、　１２…プローブ光検出部、　１３…光周波数抽出部、　１４
…参照出射光ファイバ、　１５…参照光検出部、　１６…制御部、　１７…位相制御線、
　１８…掃引周波数制御線、　１９…参照周波数制御線、　２０…プローブ検出信号線、
　２１…参照検出信号線、　４７…光遅延・光位相シフト部、　６１…光ファイバ伝送路
、　６２…モニタ用光分岐部、６３…モニタ用光ファイバ、　６４，７６，８２…偏波コ
ントローラ、　６５，７２，７７…入射用光ファイバ、　６６，７８…波長分散測定装置
、　７１…光源、　７３…入射光制御部、　７４…被測定対象、　７５…出射用光ファイ
バ、　８１，８５…光ファイバ、　８３…接続光ファイバ

【図１】 【図２】
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